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1　
はじめに
（
1）　
平成二六年学校教育法等改正法及び関係施行規則改正省令制定の経緯
いわゆる平成二六年学校教育法等改正法、 「学校教育法及び国立大学法人法の一部を改正する法律」
（平成二六年法
律八八号） （平成二六年六月二七日公布、平成二七年四月一日施行）
は、第一八六回国会に平成二六年四月二五日に内閣提
三八二
出第八〇号法案として提出された。同年五月二二日に衆議院本会議において趣旨説明・質疑、同日衆議院文部科学委員会に付託され、五月二三日
（質疑）
、六月四日
（参考人意見陳述・質疑）
、六月六日に原案と修正案を一括審議、修正
可決
（多数）
し、附帯決議が付された。六月一〇日衆議院本会議で可決され、参議院に送付された。参議院では六月
一一日文教科学委員会に付託され、同一九日付帯決議を付して可決、六月二〇日本会議で可決された。同年六月二七日に公布された。法律の第一条が学校教育法の改正、第二条が国立大学法人法の改正となっている。施行日は平成二七年四月
（附則一）
である。これを受けて、 「学校教育法施行規則及び国立大学法人法施行規則の一部を改正す
る省令」
（平成二六年文部科学省令二五号）
が平成二六年八月二九日に公布され、平成二七年四月一日から施行されるこ
とになった。さらにこの省令の公布に伴って同日「学校教育法及び国立大学法人法の一部を改正する法律及び学校教育法施行規則及び国立大学法人法施行規則の 部を改正する省令について
（通知）
」
（文部科学省高等教育局長・同研究振
興局長）
が発せられた。また、同日付で「事務連絡
　
内部規則等の総点検・見直しの実施ついて」
（文部科学省高等教育
局大学振興課、国立大学法人支援課）
が発せられ法施行日までに、 「改正法の趣旨を踏まえた内部規則や運用の総点検・
見直しを行うこと」 、 「平成一二年 二月中旬に
（総点検・見直しの）
進捗状況の調査を行う」こと、 「施行日到来後と
なる平成二七年四月末には、……総点検・見直しの結果についての調査を実施する予定」であることが連絡されている。
この法律は、中央教育審議会大学分科会「大学のガバナンス改革の推進について」
（審議のまとめ） （平成二六年二月
一二日）
を受け、内閣提案議案とされたもので、さらにその背景には、経済同友会提言「私立大学におけるガバナン
ス改革」
（平成二四年三月二六日）
、内閣の経済財政諮問会議での審議
（平成二五年五月二〇日議事
　
⑵
 教育再生について）
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があると言われている。
（
2）　
本稿の趣旨
本稿では、上記法律の内容を概観し、問題点を指摘することとする。今回の改正の目的は、 「大学が、人材育成・
イノベーションの拠点として、教育研究機能を最大限に発揮していくためには、学長のリーダーシップの下で、戦略的に大学を運営できるガバナンス体制を構築することが重要である。 」
（通知
　
第一
　
改正の趣旨）
にあり、 この観点から、
学校教育法と国立大学法人法を改正することを内容としている。
学校教育法の改正
（改正法一条関係）
は、教授会の権限と学長の権限、学長の職務執行を補助・執行する副学長の制
度に関わり、国立 法人法の改正
（改正法二条関係）
は、国立学校法人の管理機関及び学長選考のあり方に関するも
のである。
前者は国立公立私立を問わず、全ての大学を適用対象とする。後者は国立大学法人を適用対象とするも で、現在のところ私立大学には直接の関係がないが、そこに示された考
えは、私立大学にも将来大きな影響をもたらす可能性がないとは えない。その内容は、いずれも歴史的に形成されてきた大学の自治 あり
方
）1
（
に大きな変更を来すものであり、今後の日本の大学のあり方に重大な影響を与えることに
なるであろう。大学法制の り方、大学の自治のあり方の本格的 検討のためには、こ 二つの制度を分析することが必要であるが、本稿ではとりあえず 私立大学 直接関係する学校教育法の改正を中心にして論ずることとす国立大学法人法改正に関する本格的な分析のためには、法人化法そのも を取り上げ 必要があり、それについては
三八四
機会をあらためたい。
学校教育法の改正は、条文の順序から副学長に関する規定
（九二条四項関係）
が先行し、教授会に関する規定
（九三
条関係）
がそれに続いているが、改正の中心はなんといっても教授会に関する問題であり、副学長の問題は、教授会
権限の限定に伴う学長権限のあり方に関するものであるので、本稿の論述としては、教授会の問題をまず論じ、次に副学長の問題を論じることとする。
国立大学法人法の改正は、 学長選考の問題
（一二条関係）
、 経営評議会の問題
（二〇条、 二七条関係）
、 副学長の問題
（二一
条関係）
が内容となっている。これについては、学校教育法改正の考察のあとに、私立大学への影響の観点から短く
触れることとしたい。
2　
学校教育法等の改正
（
1）　
教授会の権限及び地位に関する改正規定の内容
①
　
学校教育法改正規定の内容
改正法一条は、 学校教育法第九三条一項の教授会の設置及び権限に関する規定
（ 「大学には、 重要な事項を審議するため、
教授会を置かなければならない。 」 ）
を改正して、
一項を「大学に教授会を置く。 」とし、新たに、第二項として
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三八五
「教授会は学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。
一
　
学生の入学、卒業及び課程の修了
二
　
学位の授与
三
　
前二号に掲げるもののほか、研究教育に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要なものとして
学長が定めるもの」
第三項として「教授会は、 前項に規定するもののほか、 学長及び学部長その他の教授会が置かれる組織の長
（以下この項において「学
長等」という。 ）
がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることが
できる。 」という新しい規定を設けた。②
　
学校教育法施行規則の改正
この改正を受けた学校教育法施行規則の改正省令では、 「学生の入学、退学、転学、留学、休学及び卒業は、教授
会の議を経て、学長が定める。 とする第一四四条を削除して、第二六条に第五項という新しい項を次のように設けている。「五
　
学長は、学生に対する第二項の退学、停学及び訓告の処分の手続を定めなければならない。 」
三八六
（
2）　
副学長の職務に関する改正
改正法一条は、学校教育法第九二条四項の副学長に関する規定
（ 「副学長は、学長の職務を助ける。 」 ）
を改正して、
「学長を助け、命を受けて校務をつかさどる」とする。
（
3）文部科学省による学校教育法等改正の趣旨説明
文科省は、上記の の目的との関連で、学校教育法等の改正の理由を上記「通知」の中で次のように多層的に説
明している。通知には法律の改正そのもの以外の見解も含まれているので、煩瑣の感があるが、資料記録の意味もあるので、国立学校法人の部分も含め、主な目次を記しておくと次のようである。
［通知の構成］第一
　
改正の趣旨
第二
　
改正の概要1　
学校教育法の一部改正
　　　　　
⑴副学長の職務
（九四条二項関係）
　　　　 　 　　　　　　　　　　
⑵教授会の役割の明確化
（九三条関係）
2　
国立大学法人法の一部改正
　　　
⑴学長又は機構 選考の透明化
（一二条、二六条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑵経営協議会
（二〇条三項、二七条三項関係）
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⑶教育研究評議会
（二一条三項関係）
3　
学校教育法施行規則の一部改正
　
⑴学生懲戒手続の策定
（二六条五項）
　　　　
⑵学生の入学、退学、転学、留学、休学及び卒業
（一四四条
　
削除）
4　
国立大学法人法施行規則の一部改正
　
　　　　
⑴学長又は機構長を選考した際の公表事項
（一条の二）
　　
⑵教育研究上重要な組織の長等の任命
（七条の二）
　
第三
　
留意事項1　
学校教育法及び同法施行規則の一部改正
　　　　　　 　　　　　　　
⑴副学長の職務
（五項目）
　　
⑵教授会の役割の明確化
（一五項目）
2　
国立学校法人法及び同 施行規則の一部改正
　　　　 　　　　　　
⑴学長又は機構長 選考 透明
（一二条、二六条関係） （七項目）
　　
⑵経営協議会
（二〇条三項、二七条三項関係）
　　
⑶教育研究評
（二一条三項関係）
　　
⑷学長又は機構長を選考した際 公表事項
（一条の二）
　　 　　　　　　　
⑸教育研究上重要な組織の長の任命
（七条の二）
3　
改正の基本的考え方
　　　　　　
⑴大学が果たすべき社会的責任
三八八
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑵権限と責任の一致
　　
⑶内部規則の総点検・見直し
　　
⑷大学の自治の尊重
　　
⑸学長と理事会の関係
　　
⑹公立大学における学長、学部長その他の人事
　　
⑺私立大学における学長、学部長そ 他 人事
この通知に基づいて、平成二六年九月二日には、学校教育法及び国立大学法人法等の改正に関する実務説明会が開
催され、大学振興課長等が改正法を説明した。その内容はほぼ通知の内容と同一であるが、論点が深められたり、補足されているところもあるので見落とせない。以下において、文科省の改正理由を筆者の観点から項目別に分けて記述すると次のようである。［通知等にみる改正理由］①　
教授会の役割の改正の理由
（学校教育法第九三条一項の修正、二項、三項の新設）
ア
　
九三条一項 修正
「今回の改正は、大学の組織及び運営体制を整備するため、副学長の職務内容を改めるとともに、教授会の役割を明確化する
（中略）
改正を行ったものである。 」
（通知
　
第一
　
改正の趣旨）
教授会が大学にとって必置の機関であること
三八九
学校教育法・国立大学法人法一部改正法（平成二六年法律八八号）の問題点（中西）
に変わりはないが
（新九三条一項）
、 教授会は「これまで「重要な事項を審議する」と規定されてきたが、
（今回の改正は）
教授会は、教育研究に関する事項について審議する機関であり、また、決定権者である学長等に対して、意見を述べる関係にあることを明確化するため」のものである
（通知
　
第二
　
1　
⑵）
。教授会の設置形態・単位については、 「こ
の
（学校教育法にいう）
教授会……は学部に置くこともできますが、 教員による専門的な組織という意味でありますので、
……いろいろな委員会といったような形態であるとか、全学教授会といったような大学に一つだけの教授会というような形態も当然認められ ……」とする文科省内の意見もある
（九月二日の実務説明会・大学振興課長）
。
イ
　
九三条二項一号、二号の新設
九三条二項一号、 二号に掲げる事項
（一号
　
学生の入学、 卒業及び課程の修了、 二号
　
学位の授与）
については、 従来の「重
要な事項を審議するため」というところが明確でなかったのでこの部分を丁寧に書き直したものであり
（実務説明会・
大学振興課長七頁）
、これらについて教授会に意見を述べる義務を課し、学長にも教授会の意見を聴く義務を課するも
のであるが、学長は、教授会の意見に拘束されるものでは い
（通知
　
第三
　
1　
⑵
　
②）。しかし、二項
（は）
法律が、
学長が決定を行うに当たって教授会に意見を述べる義務を課している
（ものであり）
教授会に非常に重い責任を負わ
せている。
（その）
趣旨を踏まえると、当該教授会の意見をより慎重に参酌する
（同一〇） ）
こと。この場合、教授会の
意見につ て、より尊重の度合いが大きいものではないかと解する文科省内の意見もあ
（実務説明会・大学振興課長
補佐）
。
三九〇
ウ
　
九三条二項一号新設と学校教育法施行規則一四四条削除、同二六条五項新設
入学、卒業は従来学校教育法施行規則一四四条により退学、転学、留学、休学とともに「教授会の議を経て、学長
が定める」とされ法定の教授会事項となっていたものであるが、退学、転学、留学、休学が「本人の意思を尊重すべき場合など様々な事情がありうることから、教授会の議を経る必要がないものとし、施行規則一四四条を削除した。ただし、懲戒としての退学処分等の学生に対する不利益処分については 教授会や専門の懲戒委員会等において多角的な視点から慎重に調査・審議することが重要であ から、同規則二六条五項に、学長は 学生に対する同規則二六条二項に規定する退学、停学、訓告の処分 手続を定め ければならないこととした。
退学、転学、留学、休学、復学、再入学その他学生の身分に関する事項について、大学への届出、審査等の新たな
手続を定める必要があるか点検し、必要に応じて定め とな
（通知
　
第三
　
1　
⑵
　
④）。
エ
　
九三条二項三号の新設
九三条二項三号の「研究教育に関する重要な事項で、教授会 意見を聴くことが必要なものとし 学長が定めるも
の」には、教育課程の編成、教員の教育研究業績の審査等が含まれている
（通知
　
第三
　
1　
⑵
　
⑤）
が、具体的には
学長が大学の実情を踏まえて決定していただきたい
（実務説明会・振興課長・九頁）
。
人事面において……学長が行う部分と……教授会が行う部分とに整理する必要がある。……学長……はどの部局に
おいてどのようなポストを置くのかを考える必要があり、……一旦そのポストを預かった……部局では誰をそこ 選ぶのか……そ ことを 長に申し出ることができる。こういった役割分担をきちんとする必要がある
（中教審提言実務
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説明会・大学振興課長）
。
九三条二項三号の重要事項には、キャンパス移転や組織再編成等の事項も含まれうるが、具体的にどのような事項
について教授 の意見を聴くことにするかは、学長が判断すべきである。これらの事項の中には、経営に深く関わる事項が含まれる場合も考えられるが、経営に関する事項は、……学校法人理事会……等において決定されるべきであり、……教授会はあくまでも教育研究に関する専門的な観点から意見を述べるものである
（通知
　
第三
　
1　
⑵
　
⑥）。
その他学長が教授会の意見を聴くことが必要である事項を定める際は、 教授会の意見を聴いて定めること。その際、
教授会の意見を参酌すること。参酌とは、様々な事情、条件等を考慮に入れて参照し、判断することである。
（同）
衆議院・参議院の本改正法制定の際の附帯決議に「学長が教授会の意見を聴くことが必要な事項を定める際には、教授会の意見を聴いて参酌するよう努めること」という項 あ
る
）2
（
が、そこでいう参酌とは参考にするという意味である
（実務説明会・大学振興課長）
。
オ
　
九三条三項新設
教授会は、九三条二項に定める事項以外の事項についても、同 項に規定する「教育研究に関する事項」として審
議することが可能である。審議とは、字義通り、論議・検討するこ であって、決定権を意味 ものではない
（通
知
　
第三
　
1　
⑵
　
⑦）。
三項前段
（教授会は……学長及び学部長その他の教授会が置かれる機関の長（ 「学長等」という）がつかさどる教育研究に関す
る事項を審議し）
は、学部長等においても、基本的には各組織に関する校務の決定権を有する場合があることから、学
三九二
長と同様に教授会との関係を明確化したものである
（教授会の置かれる各学部等の校務処理権は学部長等にあり、教授会意
思はこれらのものを拘束しない、という意味か？） （通知
　
第三
　
1　
⑵
　
⑪）。
三項後段の、 「学長等の求めに応じ、意見を述べることができる」とは、学長等が教授会の意見を求める場合に、
これに対して教授会が意見を述べるという関係を確認的に規定したものである。学長の求めがない場合の取扱いについては、法律で 規定していないが、教授会が教育研究に関する事項について審議した結果を、事実行為として学長に対し 伝えること 差し支えない
（通知
　
第三
　
1　
⑵
　
⑫）。
カ
　
教授会での審議のあり方
九三条二項、三項後段に基づき教授会が学長に意見を述べる前には、教授会として責任を持って、専門的な観点か
ら遅滞なく審議すること
（通知
　
第三
　
1　
⑵
　
⑧）。 「何度も……繰り返し審議して……教授会に持ち帰ってなかなか
決ま ない……といった のとのないように、 責任を持って……一定の期日の中に遅滞なく審議して ただきたい
（実
務説明会・大学振興課長補佐）
。
キ
　
教授会「決定」の意味と学長の最終決定権
教授会が学長等に対し意見を述べる際に、教授会として何らかの決定を行うことが予想されるが、教授会の決定
直ちに大学としての最終的意思決定とされる内部的規則が定められ いる場合 は、法律 趣旨から適切でなく、学長が最終決定を行うことが らとなるような見直しが必要である
（通知
　
第三
　
1　
⑵
　
⑨）。
三九三
学校教育法・国立大学法人法一部改正法（平成二六年法律八八号）の問題点（中西）
九三条二項、三項後段に基づき教授会が述べた意見は、それぞれ法律に基づき述べられた意見であるが、いずれの
意見も、これを受けた学長等が最終的に判断すべきこと
（通知
　
第三
　
1　
⑵
　
⑩）。
学校教育法九二条三項は 「学長は校務をつかさどり、所属職員を統督する。 」と規定しており、学長は、大学の全
ての校務について、包括的な責任者としての権限を有するとともに、特に高い立場から教職員を指揮監督することとされ いる。今回の改正では、この規定に変更はなく、学長は引き続き 大学の校務について権限 有しており、その前提の下で大学運営について最終的な責任を負うこと。また、学長は、自らの権限と責任の重大性を十分に認識して、適切な手続に基づいて意思決定を行うこと
（通知
　
第三
　
3　
⑵
　
①）。
今回の法改正は、教授会が法律上の審議機関として位置づけられていることを明確化するものである。仮に各大学
において、大学の校務に最終的な責任を負う学長の決定が、教授会の判断に拘束されるような仕組みになっている場合には、 「権限と責任 不一致」が生じた状態であると考えられるため、責任を負う者が、最終決定権を行使する仕組みに見直すべきである。
なお、学長が教育研究に関する判断を行うに当たって、その判断の一部を教授会に委任することは、学長に最終的
な決定権が担保されて る限り、法律上禁止されるものではない。しかしながら、教授会の判断が直ちに大学の判断となり、学長 異なる判断を行う余地がないような形で権限 委譲することは、学長が最終的な決定権を有する 規定している法律の趣旨 反するもの
（通知
　
第三
　
3　
⑵
　
③）。
三九四
②
　
副学長の職務
（通知
　
第三
　
1　
⑴）
ア
　
副学長は、学長を補佐するのみならず、学長から指示
（命令）
を受けた範囲の校務を自らの権限として処理する
ことができるものとする。命令を受けずに学長を「助ける」だけの副学長も可能である。イ
　
副学長は必置の職ではない。
ウ
　
学長の副学長に対する校務の命令は、適切な手続により個別に行うこと。学長の命令は、随時行うことが可能で
あるが、学内外から権限と責任が明らかになるよう文書
（学長裁定等）
で明確にしておくこと。
　
副学長職務の改正は、 「学長の補佐体制を強化するため学長を補佐するのみならず、学長から指示を受けた範囲に
おいて、副学長が自らの権限 校務を処理 ることを可能にすることで、より円滑かつ柔軟な大学運営を可能にするため」 のものである
（通知
　
第三
　
1　
⑴）
。 「中教審答申にいう総括副学長
）3
（
は今回の改正で置くことができるようになっ
た、……四月一日以降は いろいろな日常的な業務執行の範囲を副学長に委ねてしまうということができるようになる」
（実務説明会・大学振興課長・七頁）
。
極端な話で
（あるが）
副学長が……入学の許可とか、……学位の授与とか……これまでであれば学長名で行ってき
たことも副学長の名前で副学長の最終的判断で行うことができるようになる……例えば大 間の協定であるとか……そういうことも実際には起こりうる
（実務説明会・大学振興課長補佐）
。
③
　
内部規則の総点検・見直し
（通知
　
第三
　
3　
⑶）
ア
　
各大学において内規の総点検・見直しを行うべき時期
（
①）
三九五
学校教育法・国立大学法人法一部改正法（平成二六年法律八八号）の問題点（中西）
今回の法改正を契機に、各大学等においては、改正法及び改正省令の施行期日までに、内部規則全体の解釈及び実
態の運用を照らし合わせた上で、関係する内部規則について、法改正の趣旨を適切に踏まえたものか総点検し、必要な見直しが求められる。
その際、各大学等においては、今回の改正事項のうち、教授会の役割の明確化
（九三条関係）
【あとは国立大学法人
関係・筆者注】については、改正法の施行を待たずに、各大学等の判断によって、内部規則等を見直すことが可能であることに留意した上で、計画的に総点検・見直しを行っていくこと。
なお、改正法及び改正省令の施行期日までは、施行規則一四四条
（学生の身分変更につき教授会の議を経ること）が有
効である。イ
　
総点検・見直しにおける教職員への改正内容の周知・徹底
（
②）
内部規則の総点検 ・ 見直しの作業は、法改正 趣旨を学内等の教職員に広く周知 ・ 徹底した上で、全学的に行うこと。
ウ
　
総点検・見直しにおける学長の校務に関する最終決定権の担保
（
③）
内部規則の総点検・見直しに当たっては、規定上 個別 文言のみで判断すべきではなく、内部規則相互 整合性
や上下関係・優先順位を確認し、全体をわかりやすく体系化した上で、学長の校務に する最終決定権が内部規則全体の体系の中で担保されるようにすること。
また、意思決定における各機関 責任を再確認し、学長の決定に至るまでの適切な意思決定過程を確立すること。
エ
　
内部規則の最終的決定権者
（
④）
内部規則の最終的な 権は、大学の設置者又は学長が有 ており 大学の設置者や学長が、教授会の決定 拘束
三九六
されるような内容又は手続を規定する内部規則について、見直しが求められる。
私立大学においては、私立学校法三六条により、設置者である学校法人がその運営について責任を負い、理事会が
最終的な意思決定機関として位置づけられている。……今回の改正は、学校教育法に基づく学長の権限と、私立学校法に基づく理事会の権限との関係に変更 加えるものではない
（通知
　
第三
　
3　
⑸）
。
④
　
大学の自治の尊重
「大学の自治」とは、大学が学術の中心として深く真理を探究することに鑑みて、大学における「学問の自由」
（憲
法二三条）
を保障するため、研究教育に関する大学の自主的な決定を保障するものと理解されている。教育基本法七
条二項においても、大学の自主性、自律性を尊重することが規定されており、今回の法改正は「大学の自治」の考え方を変更するものではない
（通知
　
第三
　
3　
⑷）
。
3　
学校教育法等改正の問題点
以上、学校教育法の改正内容及び文科省による改正理由を具体的 記述したところであるが、次 その改正の問題
点を指摘することとする。
今回の学校教育法の改正の中心的課題が、 （
1）教授会を「意見を言う機関」とし、学長が校務の最終決定権者で
あることを明確にし、教授会の決定に学長の決定を事実上左右するよう 効果をもたせない 、 （
2）それとの関
三九七
学校教育法・国立大学法人法一部改正法（平成二六年法律八八号）の問題点（中西）
連で、教授会の審議事項を法律によって限定し、この場合には教授会の意見を聴きそれを慎重に参酌
（尊重）
すると
はいうものの、法定以外の多くの事項は教授会の意見を参酌
（参考にする、ないしは、様々な事情、条件等を考慮に入れて
参照し、判断）
して、学長の主体的判断によって、教授会の意見を聴く事項とすることにある。そして（
3）学長の
権限を強化したことに伴ってその機能 十全 発揮させるために副学長 校務執行権を与えうる仕組みを作ることにある。（
1）　
教授会を「意見を言う機関」とし、学長が校務の最終決定権者であることを明確にし、教授会の決定に学長
の決定を事実上左右するような効果をもたせないこと
これについては、学校教育法九二条三項の「学長は校務をつかさどり、所属職員を統督する」という文言を「校務
の最終決定権」 及び 「所属職員に対する指揮命令権」 と解釈して、 何ら学長の権限を拡大強化するものではないとする。他面、九三条一項の従来の 大学には、重要な事項を審議するため、教授会を置かなければならない。 」という条項を「大学には、教授会を置く」に改め、従来の二項を四項として、まず二
（意見を述べる事項を法定した一号・二号及
び学長が意見を聴くものとして める場合に意見を述べる三号）
を新設して「教授会は学長が次に掲げる事項について決定
を行うに当たり意見を述べるも とする」として「審議」という文言を使わず、 「意見を述べる」だけの機関にした。その意味は、従来「重要な事項を審議す という文言 基づ て教授会 議決機関的に位置づけて 議決が学長を拘束するように運営されていたことに対する警戒がある であろ 。もっとも、二項以外に教授会が意見を述べる三項の場合に 「審議し」という文言が使われているが 重点はあくま も「意見を述べることができる」にあ
三九八
るのであろう。
通知や実務説明では、教授会は「審議機関」であるとか、 「審議する機関」といった表現が出てくるが、当然、そ
れと同時に「意見を述べる」機関であることが強調されている。
文科省は、学長の地位も、教授会の地位も従来と違いはない 言っているのであるから、教授会が審議を議決機関
的に運用し、学長の意思を拘束す ような決定、議決をしてきたことがそもそも問題だというのであろう。しかし、大学関係者が教授会を決定執行機関としてきたことは窺われないし、教授会が審議機関であることは共通の理解であったといってよ
い
）4
（
その前提の上で、審議機関としての教授会を議決機関的に運用してきた状態は、単に大学関係者
の一方的な判断 よって行われたのではなく、国立大学法人法の制定に伴ってその適用範囲が限定された教育公務員特例法の規定によるところが大である。
教育公務員特例法四条は、学長・部局長、教員の採用等の選考及び、その選考の基準の設定を大学管理機関が行う
ものとし、同 二五条の大学管理機関に関する規定によって、⒜
 学長の採用は、協議会の「議に基づき」学長の定
める基準により、学長が選考す 、⒝
 学部長の採用は、当該学部の「教授会の議に基づき」 、学長が選考する、⒞
 学
部長以外の部局長の採用は、 「協議会の議に基づき」学長の定める基準により、学長が選考する、⒟
 教員の採用及び
昇任は、 「評議会の議に基づき」学長の定める基準により、 教授会の議に基づき」学長が選考するもの して来たのである
）（
（
。
また、学長、教員及び部局長は、大学管理機関の審査の結果によるのでなければ その意に反して転任、免職、降
任され
（五条・六条）
、懲戒処分を受けることはない
（九条）
としていた。
三九九
学校教育法・国立大学法人法一部改正法（平成二六年法律八八号）の問題点（中西）
「議に基づく」という用語が、本来の権限者にとってどの程度の法的拘束力を有するかについては、一般的には、当然に法律的に拘束することにはならないが、語感からいえば拘束性が相当に強いものとされ、具体的には、その用語が用いられている法律の趣旨から解釈する他ないと言われている
）（
（
。
教育公務員特例法の大学管理機関の場合にいう「議に基づく」とは、 法的拘束力を持つことを意味し、 教員の採用は、
教授会の議に基づき学長が選考するとは、学長が教授会の決議に拘束されて、欠格事項に該当する場合を除き、その通りに決定しなければならな ことを意味するとする
説
）（
（
、あるいは「実質的決定権が教授会にある」とする説があ
り
）（
（
これについて大き 異論は かったといってよい。
また、転任、免職、降任の処分、懲戒処分は「大学管理機関の審査の結果による」のであり、この場合の大学管理
機関の審査の拘束性はより強いものであり、法的拘束力を持つものと解されてきた
）（
（
。
なお、任命権者と大学管理機関と 関係については、教育公務員特例法一〇条に規定があり大学の学長、教員及び
部局長の任用、免職、休職、復職、退職及び懲戒処分は、大学管理機関の申し出に基づいて、任命権者が行うものとされ、申し出は一つの地位 一人だけを申し出るのであり、任命権者は大学管理機関が申し出 者について任命するのであり 大学管理機関 申し出に基づかずに、任命権者が独自 行うことはできず、任命権者には選択の余地や拒否権もないものとされていた。任命権者が拒否しうるのは、申し出のあったものが形式要件を満た ていない場合であり、任命権者はこれを大学管理機関に差し戻して 形式要件を具備して申し出るよう注意を与え べきものと解されていた
）（（
（
。
四〇〇
意見を言う機関としての教授会と最終決定権者の学長という基本的な構図、学長が最終決定権者として権力者の立
場にあり、教授会は学長の判断のための意見を提出するにすぎないという従属的関係は、今回の改正の絶対的な前提である。文科省は、それを内規の総点検・見直し、その実情の二段階にわたる調査によって 各大学に強制しようとしているので る。
しかし、他面において、教授会の審議を議決機関的に、学長の「校務をつかさどる」地位を「教授会の議に基づく」
ものとし運用してきたことが、もともとの法律の趣旨に違反するも であったか否かは、大学の自治をどのように考えるかに懸かっ ことであり 文科省の考えは、伝統的な大学の自治の考え方に適しないものであるし、また、かつて、法律上、学長の「校務をつかさどる」権限を教授会の「議に基づき」行使することを認めてきた歴史的事実とも、相矛盾するものである。 「所属職員を統督する」権限は、包括的な高い立場から行われるものであ
り
）（（
（
、個別の
具体的な行為に対 指揮命令とは別のものである 解されてきた。それは における教員の行動が、自発性と任意性に基づいて行われるべきであり、上命下達 指揮命令関係に適しないことによるものであるからである。
教授会は意見を述べるだけであり、学長はこれを「参酌する」といっても法定事項
（九三条二項一号、二号）
につい
ては慎重に参酌する、ないしは、尊重するが、それ以外は、単に「参考」にする、 「様々 事情、条件等を考慮に入れて参照し、判断」 対象と てしか位置づけないという解釈は、学長 判断 一方的優位性に途 開く以外 何ものでもない。文科省の学長権限の解釈は、 「何らの変更がない」のではなく、学長権限の拡大・増大を意味する以外の何ものでもない。
世上、この「参酌」という方法によって、学長と教授会の間の関係を従来に近い形で維持できるとする意見
）（（
（
もある。
四〇一
学校教育法・国立大学法人法一部改正法（平成二六年法律八八号）の問題点（中西）
確かに、 今次改正の文科省の言い分に依存しつつ大学運営実務上、 教授会の意思を尊重するためには、 この文言を「拠り所」とすることが一見合理的であるように思われないではないが、このような主張は、 「参酌」という用語が、本件改正の中でどのような意味で用いられているかについての認識の欠如を思わせるも である。
このようにしてみると、 「学長の校務をつかさどり、所属職員を統督する」という規定と、教授会がもともと「審
議機関」であったこ から、 「学長 最終決定権と意見を述べる機関としての教授会」を導き出し 教授会の意見学長を拘束するものであってはならない」 、とする今次改正の基本的考え方、今次改正が従来の学長と教授会との関連に何ら変更を生じるも でないとする文科省 考えは、何らの正当な根拠を持た ものであり、大学の自治の今日までの歴史的経緯を無視し、 「審議する」の中には「議に基づく」 、 「議を経る」 、 「議による」場合も含みうると言う一般的に認め れてきた解釈を形式的独断的に排除して、自己 立場を 化 ようとする以外 何ものでもないとい 外ない。このことは「法人化された国立大学 つ て、 教育公務員法が適用されていないにかかわらず 教育公務員特例法時代
（の）
いろいろな制度設計を大学の内部規則……に取り込んで現在でも運用されている例が多く
ある……」これが本来、学長がいろいろな手続を定める最終決定権者になっている いう現在の法体系の中 おいて……適切であるか……総点検・見直しが必要である」
（実務説明会・大学振興課長）
という見解に典型的に現れていると
いえよう。国立学校法人に教育公務員特例法が適用されなくなったことは事実であるが、重要事項 審議機関 しての教授会について、なお、従前のように「議による」とす ことが一般的に許されないものか、現に教育公務員特例法の適用を受けて 公立大学においては、重要事項の審議機関である教授会が教員人事につ て「議 基づく」審議機関として存在し ことを考えれば、国立大 教授会においても、 お、教育公務員特例法時代の基本的考え
四〇二
によりうる余地もあると考えうるが、文科省は、これをも一律に排除しようとするもののようである。
なお、国会審議の中で、文科省は、私立大学の教授会内規の中にある「議決」という文言は学長の最終的決定権を
前提とするものであるから、 「議決」という文言の存在は、今次改正の趣旨に反するものではないと繰り返し答弁してい
る
）（（
（
。これは一見すると、上記の「議に基づき」を巡る議論と矛盾しているように見えないではないが、 「議決」
だけならば合議体がそ 意思を決定す ことを意味するにすぎず 決定権者への拘束性を含む あるとは解されていないことか
ら
）（（
（
、文科省の解釈は一般的な用語解釈をこえるものではない。質問者の質問は「議決」という文言が
教授会に関する条文の中にあるから、教授会は議決機関だと ところにあるようであ
り
）（（
（
、質問者側と答弁者側の主
張の趣旨は食い違っている。
このようにしてみると、教授会が「重要事項の審議機関」であり、学長が「校務をつかさどる機関」であることか
ら、教授会が「意見を述べる」に留ま 機関でなければならないとか、学長を拘束する機能をもってはならない、というような解釈 論理必然的 生じ と うことにはな ないのであって 文科省の主張は、教授会自治の根幹を保障していた教育公務員特例法の適用範囲の縮減を利用して、教授会 権限を縮減しよ とするも 以外の何も でもないと言えよう。
なお、教授会の設置形態、単位 ついては、通知でも「教授会は必ずしも学部や研究科単位で置かなければならな
いものではなく、全教員から構成される全学教授会や、学科や専攻ごとに置かれ 教授会、教育課程編成委員会や教員人事委員会 ど機能別に組織される教授会など多様な在り方が考えられ こと ら、 育研究の実態を踏まえなが
四〇三
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ら、各大学において適切な教授会の設置単位の在り方について再検討を行うこと」
（通知
　
第三
　
１
　
⑵
　
⑭）
とされ、
さらに 「学校教育法にいう教授会は学部におくこともできるが、教員による専門的な組織という意味でありますので、委員会という形態であるとか、全学教授会といったような大学に一つだけの教授会も認められる」とされていること
（実務説明会・大学振興課長）
が注目される。従来は学部及び部局
（教育公務員特例法）
の他、大学院研究科、独立
研究科、教養部、附置研究所等に
（旧国立学校設置法七条の四、 一三条）
に教授会が置かれ、当該組織に属する教授助教
授全員が当然その構成員 されてきた。また、平成七年からは、大学の大規模化 伴い教授会の定めるところにより代議員会等をおくことができ、その議決をもって教授会の議決とすることができること 認められたが
（平成七年文
部省令二一号による改正後の学校教育法施行規則第六六条の二）
、代議員会等は教授会に代って設置されるものではないと
されてきた
（同省令の施行に関する文部事務次官通達・平成七年文高大三二〇号）
。
 しかし、平成一五年国立大学法人法制
定以降は、国立大学の内部組織は可能な限り国立大学法人の裁量に委ねられることとなり、これらの制約は全て取り払われた。上記の通知や文科省担当者 見解も国立大 法人法 趣旨 沿ったものであろう。 学の組織編成権限は、学長・設置者にあるとするのが文科省の見解であること
（通知
 第三
　
１
　
⑵
　
⑥）
からすると、学長権限による現状の
教授会の設置形態、単位の大幅な変更
（例えば、少数の全学的委員会など、学部等の基幹的組織に置かれた全員参加型の教授
会以外の組織）
も考えられうる。十分な注意が必要であろう。
（
2）　
教授会が「意見を述べるべき事項」
今次改正が、教授会が意見を述べるべき事項の対象を限定していることは、既にみたところである。法律の規定に
四〇四
より「意見を述べるべき事項」を定めたことについて、文科省は、従来の学校教育法九三条一項の「重要な事項を審議するため」という規定が明確でなかったから、 「ここの部分を丁寧に書き直し」たとしている
（実務説明会・大学振
興課長・七頁）
。
確かに「重要な事項」に関する定義規定は学校教育法になく、抽象的である。教授会の権限が限定されず「重要事
項について審 」とされていることは、その範囲を各大学の自主的判断に委ねることを意味
し
）（（
（
大学の自由な発展
を促進し、大学の自治の強化保障 図 ものであるとされてい
た
）（（
（
。今次改正の特色を考えるには、今日に至るまでの
教授会権限発展の沿革を概観する必要があろう。ア
　
今日に至るまでの教授会権限発展の沿革
❶
　
教授会に相当する機関が我が国に初めて登場したのは、明治一四年に東京大学に設置された総長・学部長の諮問
機関である「東京大学諮詢会」であり、学科目、教科細目等が諮詢されたことに始まるとされてい
る
）（（
（
。すなわち、明
治一四年七月二九日に東京大学事務章程が定められ 法理医文の四学部を総理
（総長）
が管理するところとなり、総
理の権限
（第一章）
と各学部の分掌
（第二章）
が明確化された。その後、同年八月二〇日、 「該四学部ノ規則上ニ関ス
ル事項ハ特ニ愼密ノ調査ヲナシ以テ四 部均等ヲ要スヘキニ因リ、大学総理ヲシテ各教員等ノ意見ヲ諮詢セシメ候儀ハ最モ緊要ト存候、就テハ今回大学中ニ新タニ大学諮詢会ヲ設ケ 以テ 各学部及予備門ニ関スル事件ヲ審議為致候ハ 其裨益実ニ浅鮮ナラスト存候」
（東京大学諮詢会設置之儀ニ付伺・文部省・同年七月二九日／伺ノ趣聞届候事・同年八
月一二日）
との理由により、事務章程第二章に大学諮詢会の規定が付け加えられた。諮詢会は、総会
（総理の諮詢する
四〇五
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大学・大学予備門に関する事件を審議。総理またはその代理を会長とし、学部長、各学部教授若干人等を会員とする。三項、四項。後の評議会）
と部会
（学部長の諮詢するその学部に関する事件を審議。学部長またはその代理を会長とし、各学部教授等を会員と
する。三項、六項。後の教授会）
からなり、学年学期及休業期日は総会・部会の両者の審議事項とされ、総会は、学生
生徒の入学、試業学級進退、取締、処罰に関する規則等が審議事項とされ
（五項）
、部会は、学科課程、教科細目、学
生及 学級進退、取締に関することが審議事項とされた
（六項）
。
なお、教授助教授の進退については、明治一一年東京大学法学部理学部文学部職制及事務章程により、綜理
（後の
総長）
の文部卿への具状により行われることになっていた。
❷
　
明治一九年の帝国大学令
（勅令三号）
では、大学に総長を置き
（五条）
、総長は文部大臣の命を承け大学を総轄し、
大学の秩序を保持し、大学の状況を監視し改良を加える必要があると認める事項は案を具えて文部大臣に提出すること、評議会の議長となってその議事を整理し、 事の顛末を文部大臣に報告す こと等を職掌とした
（六条）
。評議会
は学科課程、大学院・分科大学の利害の鎖長に関する 項を審議の対象とした
（七条）
。教授会の規定は置かれていな
いが、 分科大学には、 総長達
（同年三月一八日）
により 「教授ノ課程及其方法ヲ協議」 するため 「教授助教授ヲ集会セシム」
ることとさ
れ
）（（
（
、事実上教授会が置かれていた。当時は帝国大学は東京にしかなく、この勅令は東京帝国大学設立のた
めの勅令であった
（京都帝国大学設立は明治三〇年）
。帝国大学令による大学運営には、大学内部に批判があったようで、
明治二二年四月には菊池大麓・穗積陳重等六人連署の「帝国大学独立 案考
（大学に対する行政府
･
議会の統制の排除、
教授の身分保障、副総長、分科大学長、少数 教授から構成される「参事会」に学内運営 決定権 持たせる等
） 」が作成され、
四〇六
五月には穗積八束等各分科大学教官二七人連署の「帝国大学組織私案」
（分科大学制度を学部制度に変え、学部教授会によ
る自治を主張
）（（
（
）」が作られたこともあった。
帝国大学令には、総長の人事に関する具状権は定められていなかったが、奏任職員の「功過」については、総長が
文部大臣に「内陳」し、判任職員の進退恩賞懲戒については、総長が文部大臣に「具申」して行うこととされた
（明
治二一年帝国大学総長職務規程一条、二条）❸
　
明治二六年には帝国大学令の一分が改正された
（勅令八二号）
。その内容は概ね次のようであっ
た
）（（
（
。①総長につい
て「文部大臣の命を承け」という文言を削って
（五条）
、総長の文部大臣に対する独立性を強めた。②評議会の権限
が漠然としていて明瞭 欠き、分科大学に関する事は分科大学の教授に審議させることが妥当であるので、評議会の権限を明瞭に 、権限 一部を分科 学教授会に与えること
（帝国大学令中改正等請議第二）
。この結果、評議会は、分
科大学における学科の設置廃止、講座の種類についての諮詢、大学内部 制規、学位の授与等を審議の対象とすることになった
（八条）
。③各分科大学に教授会を置き
（一四条）
、教授会は、学科課程、試験、学位授与資格の審査、その
他文部大臣又は帝国大学総長より諮詢された事項を審議するも とした
（一五条）
。その趣旨は分科大学が自ら責任を
もって教務を行う機会 与える必要があり、教授会を開き分科大学に関する教務を審議させることにあ とされている
（同請議第三）
。
教員人事に関しては帝国大学官制
（明治二六年勅令八三号）
二条により教授・助教授
（高等官）
の進退は総長が文部大
臣に「具状」して行い、助手
（判任官）
の進退は総長が行うこととされた
（明治三〇年東京帝国大学官制でも同様
）（（
（
）。
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❹
　
大正七年には帝国大学、官立大学、公立大学、私立大学に共通する大学令
（勅令三八八号）
が定められ、翌大正八
年には、従来の帝国大学令を全部改正した帝国大学令
（勅令一二号）
が制定された。帝国大学の分科大学方式は廃止
され、帝国大学は学部を綜合して構成されることとなった。帝国大学に評議会、学部に教授会を置くことが定められた
（五条、八条）
。評議会は、学部における学科の設置・廃止、講座の設置・廃止につき諮詢した事項、大学内部の制
規等を
（七条）
、教授会は、学部の学科課程、試験等を審議事項とした
（八条）
。評議会、教授会とも、文部大臣・総
長からの諮詢事項を審議した。帝国大学以外の官立、公立、私立の大学には、教授会等の規定は設けられていなかった。大正九年には学位令
（勅令二〇〇号）
により学部教員会が学位授与機関とされた
（五条）
。
大正二年～四年にかけ、京都帝国大学で沢柳事
件
）（（
（
が発生し、これを契機にして「教員の人事の第一次審査権は教授
会にあり」との慣行が成立し、さらに大正四年には総長公選制がとられ これらのことが各大学に大きな影響を与えること なっ されてい
る
）（（
（
。大正二年には教授・助教授の任免は「教授会ノ議ヲ経ル」べきことが東京帝国大学法
科大学教授会及び京都帝国大法科大 協議会でそれぞれ議決された。しかしその意味の確定には不確実なものがあったとの記録もあ
る
）（（
（
。大正七年には、東京帝国大学制度調査委員会の審議結果に基づき、各分科大学教授会で「総長ノ
選任ハ推薦ニ依リ専任トス、推薦ハ教授全体ニテ直接選挙トスル」 、 「分科大学学長ハ各分科大 毎ニ教授ノ互選ニ依ル」 、 「教授助教授ノ進退黜共ニ教授会ノ議ヲ経ルコトトスル」ことが決定されたとされている
）（（
（
。
❺
　
第二次大戦後、官立大学官制
（昭和二一年勅令二〇六号）
が定められ、学科課程、試験、学位等を審議する教授会
がおかれた
（八条）
。昭和二二年三月には学校教育法が定められ、学校教育法九三条一項に「大学には、重要事項を審
四〇八
議するため、教授会を置かなければならない」とする規定が置かれ、国公私立を通じて教授会が置かれることになった。また、このことの関係で学校教育法施行規則
（昭和二二年文部省令一一号）
に「学生の入学、退学、転学、休学、
及び卒業は、教授会の議を経て、 長がこれを定める」という規定がおかれ
（六七条）
、学生に関して教授会が一般
的な権限を持つことになっ
た
）（（
（
。その後同年一〇月には帝国大学令が国立総合大学令に改題され
（昭和二二年政令二〇四
号）
、条文中の「帝国大学」は「国立総合大学」に改められた。帝国大学令の中の評議会、教授会の規定は、国立総
合大学令に引き継がれた。❻
　
昭和二四年一月には教育公務員特例法が定められ、学長・部局長の採用、教員の採用昇任は選考によるものとさ
れ、その選考は 管理機関が行うもの された
（四条）
。大学管理機関に関する一般的定めは教育公務員特例法には
定められていない。 に関する法律の制定につい 文部省は、昭和二三年一〇月に大学法試案要綱を発表したが、管理機関
（全国的中央審議会、学内の管理委員会）
に学外者を含めることに大学関係者の反対
（大学に対する政
治権力支配の危険を主な理由とする）
が強く、教育公務員特例法制定当時近いうちに大学管理機関を明定する見込みはつ
いていなかっ 。このため、教育公務員特例法は二五条に「当面の間の読み替え規定」を置き、学長の選考 ついては協議会
（評議員と部局長よりなる会議体）
、 部局長については学長、 教員の採用
･
昇任は教授会の議に基づき学長が「大
学管理機関」とされた。 「大学管理機関」は、選考権者ではなく選考基準設定者であるとされ、具体的な選考は、学長については、協議会の議に基づき学長が定める基準により協議会が、部局長については、協議会の議に基づき学長の定める基準により学長が、教員 採用・昇任は、評議会の議に基づき学長の定める基準によって教授会の議に基づ
四〇九
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き学長が、行うものとされ
た
）（（
） （（（
（
。教員の選考が「教授会の議に基づき」おこなわれるようになったのは、大正二年～四
年の間に発生した京都大学沢柳事件を契機にして確認され、帝国・官立大学間で一般化した「教員の人事の第一次審査権は教授会にありとの慣行」に基づくものであると言われている。❼
　
昭和二四年五月には国立学校設置法
（法律一五〇号）
が制定され、国立綜合大学令、官立大学令は廃止され、国立
大学の評議会・教授会の規定も廃止された。国立大学における教授会、評議会のあり方は、教授会の一般規定が学校教育法で規定されていること、またこれ 機関が従来帝国大学令で定められてきたことからも法律事項であると考えられたが、管理機関のあり方については、大学法試案要綱をめぐる議論に見 るように厳しい意見の対立が ことか
（もっとも大学に教授会以外に評議会を置くこと自体には意見の対立はなかったと思われる）
、なお、広い立場から検討
されるべきものと考えられるで ろう、この設置法の中にも、設置法又は他の法律に規定され ものを除くほか国大学の組織・運営 細目を定め ことが予定された
（設置法一三条）
が、国立学校設置法施行規則
（同年文部省令二三号）
の中にも、評議会・教授会の規 は置かれなかった。❽
　
文部省は、引き続き国立大学の管理法を制定すべく、大学関係者と大学関係者以外の委員を含む大学管理法案起
草協議会を組織して、昭和二六年、国立大学管理法案、公立大学管理法案 これら 法律の施行に伴う関係法律整理法案を作成し、国会に提出した。この法律は の自治の尊重と 行政への民意 反映 いう目的 実現しようするもので、国立大学につい は 中央に国立大学審議会、各大学に商議 を置き、公立大学につ ては各地方公共団
四一〇
体に公立大学審議会、各大学に公立大学参議会を置き
（それぞれ大学関係者以外の委員を含む）
、大学には評議会、教授
会を置くこととし、さらに教育公務員特例法については、教員の人事を「教授会の議に基づき」から「議を経て」にあらためること するものであった。国立大学審議会には、文部大臣の国立大学に対する行政権の行使を制約するという側面もあったが、全体的には大学運営 大学関係者外の委員が加わることに対する反対が強く、廃案となった
）（（
（
。
従って大学管理機関に関する法律の定めは、教育公務員特例法の「当面の間の読み替え規定」のみであり、学内の
評議会、教授会は、旧帝国大学令・国立総合大学令 ならった学内規則基づいて運営されていたと思われる。
昭和二八年には、国立大学における管理のあり方に一定の統一性と明確性を与え、文部省との関連も明瞭にする必
要があるとの観点から、設置法一三条に基づき「国立 評議会暫定措置規則」が定められた。評議員は学長の申出に基づき文部大臣が任命し
（三条）
、この省令が規定するものの外、組織
･
運営の方法は評議会の議を経て学長が定め、
文部大臣に報告しなければな ない
（八条）
とされた。評議会の審議事項は、学内規則の制定改廃、予算概算の方針、
学部、学科其の他重要 施設の設置廃止 人事の基準、学生定員、学生の厚生補導・身分に関する重要事項、教育公務員特例法によって権限に属する事項等となっている
）（（
（
。
❾
　
その後、一〇年間大学管理機関を巡る動きはなかったが、文部省はあらためて、昭和三七年、国立大学審議会、
商議会を除いた国立大学運営法案と教育公務員特例法改正案を作成したが 国会 上程されなかった
（昭和三八年
一月不提出の閣議決定
）（（
（
）。
昭和四四年八月には、学生の施設占拠を伴う大学紛争に対応するため、学長が評議会に諮って紛争に対応するため
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の特別機関を設けることができること、文部大臣による大学の機能停止・廃校措置等を含む大学運営臨時措置法
（法
律七〇号）
が制定されたが適用されることはなかった。昭和四八年には筑波大学の創設に伴う法改正が行われ
（法律
一〇三号）
、学長の職務を助ける副学長の制度が新設され、教育公務員特例法が定めていた協議会が評議会に変更され
る等された。❿
　
このようにしてこの間、教授会の権限は、一般的な形では法令で定められることはなかったが、平成一一年五月
国立大学設置法が改正され
（法律五五号）
、評議会及び教授会の権限が法律の条項として初めて明文化された
（七条の
三、同四）
。これに伴って評議会の権限を定めていた昭和二八年文部省令一一号国立大学評議会暫定措置規則は廃止さ
れた
（平成一一年文部省令三九号）
。それまでの法令と慣行を承けて、それぞれの審議事項及び権限が次のように定めら
れた。評議会の審議事項は、
1　
大学の教育研究上の目的を達成するための基本計画、
2　
学則その他重要な規則の
制定改廃、
3　
予算の見積もりの方針、
4　
学部、学科その他の重要な組織の設置、廃止、学生の定員、
（　
教員人
事の方針、
（　
教育課程 編成方針、
（　
学生の厚生・補導、
（　
学生の入学、卒業、課程の修了その他在籍に関す
る方針、学位の授与の方針、
（　
教育研究活動の評価、
10　
その他大学の運営に関する重要事項とされ、また、教育
公務員特例法上そ 権限に属する事項を行うと規定された。また、教授会の審議事項は、
1　
教育課程の編成、
2　
入学、卒業、課程の修了、そ 他在籍に関する事項、学位の授与、
3　
当該教授会を置く組織の教育研究に関する重
要事項とされ、また 教育公務員特例法上その権限に属する事項を行うと規定された。評議会を置かない大学においては、教授会が評議会の権限を行うことも従来通り認められた。従来大学管理制度に関して争いの中心であった大学
四一二
外の意見を聴くための制度は「運営諮問会議
（教育研究上の目的を達成するための基本計画、 教育研究活動状況に関する評価、
その他運営に関する重要事項について、学長の諮問に応じて審議し、学長に助言・勧告を行う） （七条の二）
として取り入れられ
た
（大学管理法案上の「商議会」は、学長が評議会に諮る一定事項について、あらかじめその意見を聞かなければならない、とさ
れ運営諮問会議より、役割が大きかった）
。
この改正と共に学校教育法も改正され、それまで法令上の根拠を有していなかった学部長の地位権限が初めて明定
された。学部長は円滑な学部運営を行うにあ り、学部内での学科間の調整や学外組織との連携などにおいてリーダーシップを発揮することが求められ、学部長を中心とする学部の運営体制を整備するため、学部長 学部運営の責任者として法律上明確に位置付ける必要があるとの観点に基づくも であった。また学部長との関係で教育公務員特例法が改正され、学部長は、当該大学の教員の人事に関する方針を踏まえ、教員の選考に関し、教授会に意見 述べる権限を与えられた。いままで基本的に慣行として行われ、又は文部省令として下級 法規で規定されたきた教授会権限や評議会権限が法定化されたことの意義は大きいものと考えられた
）（（
（
。
⓫
　
しかしこのような状況は国立大学法人法の制定によって大きく変化した。
国立大学が国立大学法人法により、国の機関ではなく国から独立の 人格をもつ機関となったのは二〇〇四年
（平
成一六年）
のことである。これに伴い国立学校設置法は廃止され、国立大学の管理機関であった評議会及び教授会は
組織法上の根拠を失った。従来の評議会に相当する機関は教育研究評議会
（二一条）
とされ、ほぼ評議会の権限を受
けついだ。
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国立大学の職員は、国立大学法人法附則四条により、別に辞令が発せられない限り、国立大学法人成立の日にそれ
ぞれ国立大学法人の職員になった。国立大学法人は特定独立行政法
人
）（（
（
ではないから、その職員は国家公務員でなくな
り、教育公務員特例法 適用を受けなくなった。教育公務員特例法は公立大学にのみ適用されることとなった
（国立
大学法人法等の施行に伴う関係法律整備法二条、六条）
。国立大学の教授会は教育公務員特例法の根拠も失い、一般の私立
大学の教授会同様、学校教育 九三条一項と学校教育法施行規則一四四条のみの適用をうけることになった。
国立大学法人の教員について、教育公務員特例法の適用が排除されたことにより、教員の人事が「教授会の議に基
づき」行われるという大学の自治の根幹は、実定 的基礎を失った。教員の人事は、学長が全ての教職員の任命権を有することとなった
（国立大学法人法三五条による独立行政法人通則法二六条の規定の準用）
。法人化の前は文部大臣が任命
権者であり、人事につき国の関与があった で「教授会の議に づく」とする必要があったが、法人化以降は任命権者は学長 公権力の 使者ではなく、人事につき、 はないという趣旨の説明を文科省はしている
）（（
（
。人事についての教授会の権限は、各大学の基本規則で定められるようになった。教員の採用、昇任、
懲戒処分
（京都大学組織規程一七条）
、人事に関する事項
（東北大学教授会通則七条一項四号・九州大学教授会通則三条四号等）
を教授会の審議事項とする例がある。
このような沿革からすると、教授会の権限事項を
 ア
 学科課程に関すること、イ
 学生の入学、試験、及び卒業に関
すること、ウ
 学位、称号に関すること、エ
 教員の任免その他人事に関すること、オ
 学部内の規制に関すること、カ
 
その他学長が諮問した事項等とする見解
が
）（（
（
定着するようになっていたと考えてよいであろう。しかしこのような教授
会事項が明確になったのは、第一次的には国公立大学についてであり、私立大学においては、学生事項を除いては、
四一四
法令上その内容は明確化されていたわけではなく、主要な私立大学においては、国立大学における教授会を模範として、設置者・理事会と教学との角逐の中で、教授会の権限拡大が行われ今日に至っていると考えられ
）（（
（
。
文科省は、 「重要な事項」の内容が明らかでなかったというが、上記のようにその内容は関係法令及び大学の自治
の慣行によって、それなりの内容をもって理解されていたのであり、決して「内容が明らかでなかった」などと断定しうるものではない。教授会に関する規定を法定し、その重要 権限を教育公務員特例法や国立学校設置法が定めていたのは、大学の自治の制度的保障という意義 有するものであった。国公立 学の法人化に伴い、国立学校設置法が廃止され、職員が公務員でなくなったことから教育公務員特例法の適用を受けなくなった今日 お ても、法人化されていない公立大学については教育公務員特例法は生き い のであり
（同法二条）
、教授会の審議事項に関する実
定法とし は、学校教育法施行規則一四四条「しか」ない訳ではなく、その意味では、 「重要 事項」の内容が明らかでない する文科省 考えは、疑問を禁じ得 い。
国立大学の場合には法人化後も学校教育法が適用され、教授会が置かれ、教授会の置 れる学部等の研究教育に関
して、教育課程の編成、学生の入学・卒業その他当該学部に関する重要事項 審議することになるとされているが、人事に関しては、学長が全ての教職員の任命権を有することと り
（国立大学法人法三五条による独立行政法人法二六条
の準用）
、教職員がどのような手続で選任されるか明確ではない、とされている
）（（
（
。
国立大学法人の職員が公務員でなくなったことから教育公務員特例法の適用が除外され、教員の人事について「教
授会の議に基づき」という任命権者に対する制約をなくしたことにつ て文科省は、上記のように任命権者が文部科学大臣でなくなったことをその理由としている。しかし、こ 考え方が十分な根拠を持ちう かはなお検討を要する
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ことがらである。まず、文部科学大臣は、教育行政の長として公権力の行使としての地位を持つことはいうまでもないが、そのことと教職員の任命権者としての地位は同一ではなく、後者の地位は言わば雇用者としての立場で権限を行使するものである。文部科学大臣が有するこ 二重の立場は、従来必ずしも明確に議論されてこなかった観があるが、従来の大学管理機関 大臣と 関係は、後者の立場における大臣の地位に関するものであり、この場合における大学管理機関 関与は、教員という専門職にとって必要不可欠な職業
（研究教育）
上の自
由
）（（
（
を確保するために必要な
手段であるというべきである。このことは、国立大学が法人化され、教員の任命権を有する学長が国家機関でなくなったとしても 引き続 妥当するも と言わなければならない。法人化された後 国立大学において教育公務員特例法適用当時の人事運営と同様の方法がとられたとしても、これが法
（法人化法）
の趣旨に適合しないとは言い得な
いと思われる。教員の人事に する「教授会」 地位に関し法令上の裏付けを持たないにかかわらず、少なからぬ私立大学において、国立 にならって教授会の自治を求める要求がなさ 、これが種々の困難の中で採用されてきたのは、単なる国立大学方式へ 追従や模倣ではなく、教員 いう専門職にとって必要不可欠な職業
（研究教育）
上の
自由を維持し、それぞ の大学 研究教育を発展させ ために不可欠であったからに他なら い。今次改正において、文科省 アメリカにおけ が学長の強いリーダーシップによって運営されている と 強調しているが、アメリカにおける大学管理のあり方も、文科省指摘のものばかりでないこ は、夙に詳細に分析紹介 て るところである
）（（
（
。
大学の自治とは、大学における学問の自由を保障するために、大学の自主性を尊重する制度と慣行である。憲法
二三条は、学問の自由を広く全ての国民 保障するともに、特に、 「学術の中心 して、広く知識を授け と も 、
四一六
深く専門の学芸を教授研究」することを目的とする大学についてこれを保障したものと解されている。大学における学問の研究とその成果の教授は、外部の政治的、経済的、社会的、宗教的諸勢力の干渉を受けることなく自由に、かつ、自主的に行われることが必要であるが、大学の自治は、これを保障するために認められたものである。……その具体的な内容を見る 、①学長、 員等大学の教育研究にたずさわる者の人事は、大学の自主決定に委ねられること、②大学の教育研究は、大学が自主的に決定した方針に従って行われ べきこと などが主要なものになってい
る
）（（
（
。大
学法制は往々にして大学の実態を当然の前提と つつ、 れ 簡潔な文言で表現してい ので、そ 解釈に当たっては、必ずしも厳格な文言の解釈的 度 みで対処すべきでな
い
）（（
（
とする観点は、現在の文科省には期待することはでき
ないのであろうか。
イ
　
今次改正の問題点
今次改正について、 文科省は「 「重要な事項」の内容が明らかでなかったので、 丁寧に書き直している」として、 一号、
二号の規定を設けて る。①
　
法定の意見を聴くべき事項
（九三条二項一号、二号）
学長が決定をするに当たって、意見を聴くべき事項として、 「学生の入学、卒業及び課程 修了」
（九三条二項一号）
、
「学位の授与」
（同二号）
のみをあげている。 「学生の入学、卒業」はもともと学校教育法施行規則一四四条に教授会の
議を経るべき事項として定められていたものである。その観点からみると、いわば施行規則規定事項 法定事項への格上げであ が、一四四条では「教授会の議を経るべき事項」とされ、そ 決定内容は 対して拘束的な意味を
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有していたと考えられるが、今次改正では、 「意見を述べる」事項となり、参酌・尊重の対象ではあっても学長を拘束しないことに差異はない。また、一四四条 抽象的ながら学生に関する事項に関する教授会権限の基礎となっていたと考えられるから、これが削除されたことは、単なる技術的な改変以上の意味を持っていたと言わなければならないであろう。「課程の修了」
（一号）
は学位規則第三条
（修士学位の授与）
及び第四条
（博士学位の授与）
に用いられている用語で、
大学院関係の事項と考えられているが、学部の卒業に相当するものであるところから、一号の中 含められたのであろう。 「学位の授与」
（二号）
も学位規則上の文言であるが、これは、学部、大学院双方にまたがる規定である
（二条）
。
これらは法文上は「大学」が行うことになっているが、慣行上教授会が行うこととされてきたから、この慣行を法律の中に取り入れたものであろう。これ は教育機関として欠くことのできないものであるので、法律上学長が意見聴く事項としたものであろう。
二項一号、二号の事項を意見聴取の法定事項としたことは当然としても、法定事項をこれのみに限定されたことに
極めて問題が多い とは次にも見るところであるが、ともあれ 法定事項が一号 二号のみとされたこ によって教授会は入学と卒業の決定のみを義務づけられ、また、権限づけられているのであって、それ以外 事項に関わるべきでないという、大学教育 対する無理解が広まる原因となっていることは、極めて遺憾なことである。②
　「教育研究上重要な事項で教授会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定める事項」
（九三条二項三号）
この第三号は、政府原案では、 「学長が教授会の意見を くことが必要であると認めるもの」となっていたが、衆
四一八
議院文部科学委員会で修正された。政府原案は、学長が随時教授会の意見を聴くとする趣旨であったが、 「予め定めて置く」ことが 長と教授会の信頼関係を深め、意思疎通を図る点で有益であるとの判断があったものと解される（一八六回国会衆議院文部科学委員会会議録第二二号平成二六年六月六日（金曜日） ）
。修正そのものは妥当であったというべ
きである。大学が入学を認め、 卒業又は課程の修了を認定し、 これに学位を与えるためには、 一定の教育課程を編成し、その運営に必要な人的組織 持つ必要があり、これらの事項は相互に密接な関連 持つ事項で従来教授会が決定すべき重要事項と考えられて来た。特に戦前の法制を見ても、入学、卒業学位の授与、 育課程が教授会の重要事項とされて たことは否定し得 い事実である。人事の自治 一部 大きな国立大 において形成されつつあったが、明文の規定にはならなかった。しかし、第二次大 後は、教育公務員特例法が定められ教員人事が大学 自治の中心にあることは最高裁判決（
昭和三一（あ）二九七三号、昭和三八年五月二二日判決・いわゆる東大ポポロ事件判決）
の認めるとこ
ろであった。今次改正ではこれらは法定事項とはされず、 育課程の編成 人 は教員の教育研究業績の審査に限定して、三号の「教育研究上重要な事項で教授会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定める事項に入る」ものとの解釈が施行に伴う「通知」の中に示されている
（通知
　
第三
　
1　
⑵
　
⑤）。法定事項ではなく、それよりも下の行
政解釈による事項とされていることが注目される。
この行政解釈の際に特に注意されなければならないことは、これらの事項は三号に「含めることができる」事項で
あり、 「具体的には学長が大学 実情を踏まえて決定」すべきだとされていること
（実務説明会・大学振興課長）
である。
すなわち 教育課程 編成 教員 教育研究業績 審査に関す 事項は、学長の判断によって 教授会 意見を聴く事項に含まれない可能性もあるということになる。もっとも、文科省の中にもキャンパス移転、組織改編は重要事
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項に「含まれ『うる』事項」だが「教育課程の編成、教員の教育研究業績の審査に関する事項」は重要事項に含まれ『る』事項であるとする見解もあるが
（実務説明会・大学振興課長補佐）
、 『必ず』含まれるべき事項であるというのであ
れば法定事項とするべきであったのではないか、との疑問がある。
また従来、大学の自治の根幹と考えられていた教員の人事に関する事項は、 「特定人の特定教授会への所属を前提
とした教育研究業績の審査」を意味するも あったし 昇格や休職 不利益処分を含むも と理解されてきた。しかし、今回の改正では、注目 べきことは教員 「ポスト」すなわち配置の問題は学長が決定し、教育研究業績審査は学長の定め ポストについて行うこととされていることである
（実務説明会・大学振興課長）
。このことは「通知」そ
のものには含まれていないが、実務説明会の中の大学振興課長の発言として示され、また、 「通知」と同日に発出れた事務連絡「内部規則等の総点検・見直しの実施について」に添付された「大学における内部規則・運用見直しチェックリスト
（別添資料
1）」の⑤教授会の審議事項・具体的な確認事項の下段に含まれている。教授会は研究教育
に関する審議機関であり、その審議内容は研究教育に限定されるべきであり、経営問題には及ぶべきでない
（通知
　
第三
　
1　
⑵
　
⑥））（（
（
、ポストの配置は学長又は設置者が全学的視点から判断すべきものであるとするのが文科省の考え
である。また、不利益処分、いわゆる身分保障に関する事項は、厳格な意味における教育研究業績 審査と関係がないから、教授会の権限事項に含まれないとする判断が論理的に成り立ち、文科省がこ 立場によっていること（
平成
二七年一月一五日文部科学省高等教育局「内部規則の総点検・見直しにおける留意事項」
（）
は極めて重大なことである。
この二つのこと、すなわち、教育課程の編成、極めて一部に限定された人事事項としての教員の教育研究業績の審
査に関する事項ですら 意見を聴く対象と らない可能性 あることを文科省が認めていること 人事の配置 ・
四二〇
ポストの問題は教授会から意見を聴くことは妨げないが、本来学長権限の問題であって、教授会から意見を聴かなければならない事項ではない、とされている 、身分保障の問題は教授会事項でないとすることは従来の大学の自治の根幹を根本的に否定するものである。また教育課程を教授会の法廷の意見聴取事項としないことの背景には、 「大学を人材育成やイノベーションの拠点」とする めの教育課程の設定には教授会でさまざまな意見が出され、容易にその了解を得にくいという予想がある も知 な 。もしそうであれば 大学 育のあり方そのものをないがしろにする方策であり、真の人材育成やイノベーションの達成にほど遠いと言わざるを得ない。また、不利益処分・身分保障 関する判断は、教員としての適格性に関する高度に専門的な判断に基づいて行われるも であり、教員相互の合議による判断によってのみ適正になされうるものである。これが直接に教育研究業績と関係がないからと言って、これを教授会の権限事項から除外することは、教員 対 恣意的処分へ 途を開き、学問の自由を侵害し、萎縮させるものであり、到底これを認めることはできない。文科省は、今次改正は、大学の自治の考え方 変更するものではないというが
（通知
　
第三
　
3　
⑷）
、その大学自治の理解は極めて皮相的であって、肯定できるものではない。
キャンパス移転、組織再編は、三号に含まれうるものであり、どういった事項について重要な事項として教授会の
意見を聴くことになるかは、学長が各大学の事情を踏まえて判断すべきも されているから
（実務説明会・大学振興課
長補佐）
、意見を聴く必要がないとされる場合も出てこよう。これらの事項は経営に深く関わる場合が考えられ、経営
に関する事項は理事会にお て決定されるべきであり、教授会 あくまでも、教育研究に関す 専門的な観点から意見を述べるべきであるからである
（通知
　
第三
　
1　
⑵
　
⑥）。しかし、キャンパス移転は教育研究条件に重大な関係が
あるものであり、組織再編の中 は学部学科の再編はもとよ の設定単位や学部長 選任のあり方、全学的
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意思形成の組織のあり方など、多様な側面を含みうるのであり、単なる経営上の問題と言えないものも含まれることに十分注意する必要が ろう。現に今次改正を契機として学部教授会に学部長候補複数推薦を求める規則を制定しようとする例もみられる。
学長が「重要な事項で教授会の意見を聴くことが必要なもの」を定める場合には、教授会の意見を聴き、これを参
酌することになっているが
（通知
　
第三
　
1　
⑵
　
⑤）、この場合の参酌とは、前述のように様々な事情、条件等を考慮
に入れて参照し、判断することであり、教授会の意見を汲み入れるこ までは求められていない。教授会が意見を述べても、その意見は学長を拘束することはない。ある事項 「定める事項」とするかどうかも、学 の最終決定権に懸かっ いるのである。どのような事項を第三号に含め かは、各大学で重要な問題となろ 。できるだけ の審議に基づいて大学運営を ようと 大学 は、従来通り 教授会事項が維持される あろうし、この際、学長権限を事項的にも強化しようとする大学では、意見 聴く事項は制限され これを巡って学長と教員間に紛議が生じる可能性もないとはいえない。
できるだけ従来通り教授会の審議に基づいて大学運営をしようとする大学では、学部に関する事項は学部又は学部
長で処理するという方法を講じようとする場合もあろ 。しかし、学長 最終決定権 関わらない学部固有の事項が何であるかを確定することは意外に困難であり、そのような方法は容易でない。また、学部への委任方式を った場合にも、学長の最終決定権との関連を明らかにしなければなら い
（通知
　
第三
　
3　
⑵
　
③）、というのが今次の改正
であることに留意しなければならない。
四二二
このようにしてみると⑴で教授会が単なる意見を述べる機関に性格をかえられた上に、 ⑵で意見を聴く事項でさえ、
最小限度に縮減され、意見を聴く事項についても学長の裁量権を拡大し、意見を聴く程度も軽減され、研究教育に関する教授会の地位を著しく低下させることが図られており、大学の自治の中心であった教授会を根幹とした人事の自治、教育研究の方針の自主的決定は著し 希薄なものとされるに至っていると か、言いようがない。もっとも公立大学にまだ妥当している教育公務員特例法の教授会等の人事関係規定を今次改正 どのようにすりあわせるか 言う問題は、極めて興味深い問題として残っている。また、大学教育に ける教授会の重要性を認め、できるだけ従来通りの大学運営を図ろうとする大学にあっては、この三号に従来教授会が権限事項としていた事項を盛り込むことになろう。逆に 長権限の拡大を図ろうとする大学にお ては、三号の内容を極力削減しようとするであろ 。文科省が三号に入ると明言した事項のみ 規定内容 ようとする大学も出てくるかも知 ない。三号 規定が るから、今次改正により従来通り 運営をするに何も問題はない いう意見 あるが、そのよう 論者は、学長による教授会の意見の取扱いをど ようにしようとしてい のであろうか。教授会の意見が学長を拘束することを今次改正は認めようとしていないのである。（
3）　「前項以外に、教授会は学長等がつかさどる教育研究に関する事項を審議し、及び学長等の求めに応じて、意
見を述べることができる」とする規定
（三項）
この規定は、教授会の権限を二項で限定した
（一号及び二号の法定事項及び学長が意見を聴くものとして定めた事項につい
て意見を述べること）
ことに対するいわばバッファー
（補助的要素）
として、二項以外にも教授会が自ら意見を述べ、ま
四二三
学校教育法・国立大学法人法一部改正法（平成二六年法律八八号）の問題点（中西）
た二項以外にも学長等の求めに応じて意見を述べることができることを規定したものである。教授会の主体的意見表明を認めたという点では当然のことではあるが、重要な規定である。しかし、この場合 学長による意見 取扱いがどの程度のもの なるか、気遣われる。法定事項でもなく、重要事項として学長が定めた事項でもないので、 「聞き置く」対象とされかね いの ないか、 も思われる。二項三号の学長の定めが狭い場合、教授会はこの三項の規定で、自己 意見を表明するし 方法がない になる。学長によ 適切な意見の取扱いが期待される。
なお、改正法が提案された当初、 「学長の求めに応じて」という部分に重点を置いて、 「この法律では、教授会はあ
らゆる場合に学長の求めがなければ意見を述べることができ い」とする不当な法律であるとする意見が強まったことがあった。しかし、この条項は、提案のときから、 「審議し、及び……求めに応じて」となっ いた。 のような法案反対意見は事実誤認に基づくも で、文科省 反論を簡単に許したり、法案反対意見 広がりを幾分か妨げたことがないか気がかりであるが 今はもはやこ を云々する時機ではない。（
4）　
学校教育法施行規則一四四条の削除と学長の定める懲戒規定
学校教育法施行規則一四四条に規定されていた入学及び卒業が法定の教授会意見聴取事項となったことによって、
技術的にはその他の事項の処理 問題にな 。これに対応して は 定 教授会意見聴取事項以外の措置
（退
学、転学、留学、休学）
については教授会の議を要しないものとし、一四四条を削除し、二六条二項に規定する懲戒処
分について、学長が処分手続を定めなければならないと た
（二六条五項）
。文科省は退学、転学、留学、休学には、
不利益処分としての性格を持たず本人 意思を尊重する必要がある場合があり、そのような場合にまで教授会の議を
四二四
経る必要がないからであるとしている。これについては、学生の地位の保護という観点から、一四四条の削除に反対する意見もある。世上まま、本来は処分をすべきであるのに 処分後の訴えの提起などを恐れて 自発的な退学を勧める等の事案 見られることから、反対意見にももっともな点もある。しかし、完全な自発的意思による場合には、文科省の主張にも一理あるように思われる。誰がどのような方法によって本人 自発的意思を確認することが最も適切か、検討が必要であろう。もちろんこれらの措置について、三号の規定で教授会 意見を聴くことは妨げ れていない。懲戒処分 場合 は、二六条二項の規定により、学長 処分権は学部長に委任されうるから、現実には、学部長への委任規定に大学共通の手続が規定されることとなろう。 「通知」で 「学生 対する不利益処分につ ては、教授会や専門の 委員会において多角的な視点 慎重 調査・審議 るこ が重要で 」
（第三
　
1　
⑵
　
④）
とされ、実務説明会でも「懲戒としての退学、これは慎重な調査・審議が重要である
（大学振興課長）
」とされている
から、権限を学部長に委任し、学部長は教授会への付議や学生懲戒委員会の設置、これによる調査・検討を要求することになろう。しかし、法律上は一四四条で求められてきた教授会の議を経ることは 求されていない。さらに学部や学部長 校務を委任した場合にも学長の最終決定権を維持すべきだ するのが、文科省 方針 ので
（通知
　
第三
　
3　
⑵
　
③）、このような場合にどのような規定を設ければ、学長の最終決定権が維持されることになるのか、工夫
が必要となろう。もっ もこれらは一見技術的な対応 許容されうる感があるが、一四四条の規定が学生事項関する教授会権限の基礎になっていたとする観点から
は
）（（
（
、この条項が削除され、同条に定められていた処分が教授会
の議から一律に外されたことは、単なる技術的な問題でも、学生の権利保護を危うくする方途でもなく、一連の教授会機能の削減を導き出す絡めてからの巧妙な手段であったと 言いえよう。
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（
（）　
副学長の執行機関化の可能性
副学長の制度は、昭和四八年の法改正で導入されたもので、近年導入されたものではない。その役割は必ずしも明
らかでないが、これについては、次のような有力な解説があ
る
）（（
（
。必置の職でなく、従来「補佐職」としての印象が強
いこと ら、あまり関心を引かない感もあるので、敢えて引用しておく。
大学教育が拡大するにともなって大学が大規模化し、組織編制も複雑化する傾向にあり、このような大学を学
長が一人で適切に運営して行くことは、負担の大きな仕事であり、このような学長の「職務を助ける」ために、設けられた制度である。 「助ける」とは、学長の職務遂行を補佐することをいうが、学長のスタッフとして大学運営上の諸問題に参画したり、学長の指揮のもとにそ 職務の一部を分担する場合などがある。しかし、学長の職務そのも を行うもの はなく 行う入学許可や、卒業 認定など学長が本来行うべき最終的意思決定などを行うことはできず、また、学長に事故がある場合にも当然にはその職務を行う とには らない 副学長は、学長、教授などとならんで学校教育法上独立 職として定められており、学部長等のような教授をもって充てられる職とは異なっている。副学長は必置の職ではない。国立大学 場合には文 科学大臣 任命するもので、学内限りで設置することはでき い。 特別補佐など 学内限りの学長の補佐職である。
今次改正は、このような「補佐」職としての副学長だけでなく、 「学長の命によって校務をつかさどる」ことがで
きる副学長を置くことができるとした
（九二条四項）
。副学長は必置の機関ではなく、また「命」を出すか出さないか
四二六
は学長の判断である。その意味で、今次改正によっても副学長に変わりはないとする意見もあ
る
）（（
（
。副学長を置くとし
ても補佐職としての副学長を置くとする選択も可能であるからである。しかし「学長の命」があれば、従来行うことができなかった「学長 職務」も行うことができる副学長を置くことも可能になったのであ から、副学長の地位に大きな変更があ ことになる。今次 改正によって、学長の最高決定権者としての地位はま ます重要なものとなり、多忙 ものとなるであろうから、学長 職務を助け、その職務の一部を行う副学長が必要であると考えら たであろう。文科省がこの 命を受け校務 副学長に大きな期待 かけている 思 れることは、実務説明会における担当者からの説明
（大学振興課長）
からも明らかである。学長の「命」により行動することは、大学の内外に
大きな影響を及ぼすことになる ら、学長の「命」は随時行うことがで るが、適切な手続により個別に行い、文書（学長決裁）
で明確にしておくこととされている
（ 「通知」第三
　
1　
⑴
　
④⑤）
。
この副学長制度の改正との関係で、再度、注意を要すると思われることは、先にも見たように、もともと副学長は、
学部長や教授と並ぶ、 「独立の職」あり、学校教育法が学長、教授等に設けているよう 大学教員に相応しい資格要件
（九二条六項以下）
にも服さず、その任命についても格別の制約は予定されていないから、学長の判断のみで任命す
ることが可能であり、今次改正からはこの副学長が学長の命をうけ 校務」を行うこ ができるよう な いることである。これによって大学運営は、教員による自治的運営と全くことなったものとなる可能性が生じているというべきであ 。理論的可能性としては、教育課程の編成や教職員の資格審査について 、学長の判断によって、教授会の審議にかけず、これらの校務執行を大学 の経験もない副学長に命じてしま こと 可能 状態 な いるということである。国立大学においては 後は、 よう 副 が重要な教学事項を審議す 教育研究評議
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員になるとされている
（今次改正法第二条中国立大学法人法第二一条の改正）
ことが注目される。
制度的に「命をうける副学長」を設けることは、本来は学長の専権に属すると考えられるところではあるが、その
任命、学長の命による職務範囲の決定のあり方について、十分な検討が加えられてしかるべきであろう。今は「命」をする予定はないが、 将来 「命」 がされる可能性があるとして、 「命をうける副学長」 を設ける場合も同様である。また、従来型の補佐職としての副学長についても、そ 設置の趣旨に立ち戻ってそのあり方を再度確認する必要があろう。副学長を活用するに際 学内規則を必要とするか否か、また、補佐職副学長のみを制度化することを文科省が許容する趣旨であるか否かは 明確でない。
このようにしてみると、今次副学長制度の改正は、本来教員の自主的活動によって支えられるべき大学の運営に全
く異質な制度を導入し確立すること つながるおそれのあるも であり そのあり方に十分な注意 払 必要がある。（
（）　
内規の総点検・見直し
今次改正について、文科省はその各大学における徹底をはかるため、特に教授会 権限と学長との関係について
は、法律施行前の学内規則の改正を求め、二〇一四年一二月に進捗状況 調査を、法律施行後 二〇一五年四月末には総点検・見直しの結果についての調査を実施するとしている
（平成二六年八月二九日・事務連絡内部規則等の総点検・見
直しの実施について）
。総点検・見直しに際しては、改正の趣旨を学内等の教職員に広く周知・徹底して、全学的に行
い、規則 個別の文言のみで判断せず、内部規則相互の整合性や上下関係・優先順位 確認して、全体をわかりやす
四二八
く体系化した上で、学長の校務に関する最終決定権が内部規則全体の中で担保されるようにすること
（通知
　
第三
　
3
⑶
　
②③）
を求めている。まさに水をももらさぬ体勢である。
その見直しの中心は、繰り返すまでもなく、学長の最終決定権と教授会が単に「意見を述べる機関」に過ぎないこ
とを明らかにすることである。多くの大学では、学長の権限は学校教育法九二条三項の規定に倣って「学長は校務をつかさどり、所属職員を統督す 」と規定している。この場合は「校務をつかさどる」とは校務 つい 最終決定権を有する いう意味であ と文科省は言うので、これ以上に学長の最終決定権を明示す 規定を設ける必要はないように思われ 。他面 教授会規則の中に、議決する 決定する等 文言があっても、上記のような学長の権限と照らし合わせれば、それ自体は が内部的 その意思をまとめ ということで、大学全体に及ぶ 決定をするいうことではないから、議決または決定 いう文言があること自体は問題がないという
（上記国会答弁）
。そうすると
このよ な場合、 つまり一方に学長の 「校務をつかさどる」 という規定があり、 他方に 「議決」 「決定」 という文言があっても、学長の最終決定権は留保されているから、規定の を改め 必要はないことになる。このような場合、学長の最終決定権を担保するために内部規則を総点検・見直しをせよ、と言われても、それはせ ぜ 意味の再確認が行われればよいので、規定の改正等 必要がないように見える。し し その場合であっても、教授会はそ や決定が学長 拘束 ものでないことの確認を求められることにな のではなかろうか。法律用語的には議決や決定は執行機関 意思を拘束するものではないが、多くの場合 れらの用語を用いること よって、執行機関への「なに しか」の制約を 図していた場合も少なく であろう。このような場合に、自分たちの議決、決定が学長に「単に意見を述べるため」の「意思 取り纏め」として 意味である の確認を求めることは やはり大き
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な意味を持った行為であると言えよう。それとも、文科省はそれでは不十分であり、教授会の審議に関するところは、全て「 見 述べるものとす 」としなければ、総点検、見直しの本旨に適合しないと判断するつもりなのであろうか。教授会の議決・決定を最終的に文科省がどのように取り扱おうとしているのか明確でない。この場合も公立大学に生き続け いる教育公務員特例法の問題をどうするかが興味深い。
文科省は、改正の趣旨を教職員に周知すれば、その趣旨が多くの教職員に了解されると考えているようであるが、
なぜ教授会は意見を述べ だけで、学長が最終決定権を持ち、学長は法定事項につい は教授会の意思を尊重 が、なぜそれ以外の場合には、教授会の意思は参考資料 過ぎないと言えるのか、多く教職員の納得は得られるのであろう
か
）（（
（
。今回の法改正はそういう趣旨なのだから教職員は「意識改革」をすべき
だ
）（（
（
ということなのかもしれないが、そ
れでは余りに一方的な話であり、 文科省による個々の大学教員に対する思想統制、 権力支配に外ならない。そうは言っても、法律の解釈は当面行政庁が行うものであり、その解釈に従わないと違法ないし法律の趣旨に適合しないとの判断が示さ る可能性もある。そしてこのような場合、学校教育法一五条に規定する改善勧告、変更命令の対象と ると認定されないとも限らないのである。そ 場合、衆参両議院で「私立大学の自主性、自律性……など各大学の実態に即した改革が されるよう配慮すること」とい 附帯決議がなされていても、これが行政庁の法解釈 制約原理になるとは到底思わ 。ともあれ大学の現職者 しては こ ような法制度的現状を無視 ことはでき いことも言うまでもない。
今次改正において、文科省が法律上の義務とは言えないまでも、期間を限って執拗に改正にそった具体的な総点検 ・
見直しを求めているこ は、文科省の今次改正に対 意気込みを表すととも 、従来の大学の自治 なみな
四三〇
みならぬ敵対感情を表す以外の何ものでもない。
4　
国立大学法人法改正の概略とその問題
以上今次学校教育法改正の内容及びその理由、問題点を検討してきたのであるが、ここで、法律の後半
（第二条）
の内容をなしている国立大学法人法改正の概観とその若干の問題点の指摘を試みておこう。もとより、これらの問題を正確に分析するためには、法人化の背景、法人化の内容その後の実態を詳細に検討する必要があるが、それは現在の筆者の力 は及ばないところである。
国立大学法人は、国立大学を設置することを目的とする法人
（法人法二条一項）
で、国立大学毎に法人格をもった組
織によって設置されることに り、 の設置者たる 人を規律 るのが、国立大学法人法である。国立大学法人法は、一見私立大学 者である学校法人を規律している私立学校 に相当するも ようにも思われるが、学長が国立大学法人の長となっていること、旧評議会に相当する教育研究評議会が法人の重要な機関となっていること 法人そのものが教育研究活動を行うこと されていること
（二二条）
などから、学校法人と私立大学の間に見られる設置者
と被設置者、
（経営）
と教学という区別は存在しない。
法人の役員として学長・監事、法律の定める数の理事が置かれ、役員は文部科学大臣が任命する
（国立大学法人法
一〇条、一二条）
。学長は、学校教育法に規定する学長としての職務を行い、同時に法人を代表し、その業務を統理し、
重要事項については役員会の議を経て決定しなければならな
（一一条）
。
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この法人は経営的側面と教学的側面を持っていることから、法人の重要事項を審議する経営協議会
（二〇条）
と教
育研究に関する重要事項を審議する教育研究評議会
（二一条）
が置かれている。今次改正の一つはこの経営会議の構
成にある。
（
1）　
経営協議会の委員構成の変更
教育研究評議会の委員はほぼ学内関係者であるが、経営協議会の委員の数は今次改正までは二分の一以上が学外委
員であったが、今次改正
（改正法二条二項、法二〇条三項改正）
により外部委員の数が「過半数」とされることになり、
外部の委員の比重が増し、多くの場合、外部委員の同意がなければ、経営協議会の決定はできなくなる可能性がある。さなきだに経営協議会 学外者の意見を導入する制度であるのに、今回の改正によってその傾向は一層強められることになる。
かつて一九四八年
（昭和二三年）
、学外者参加の大学理事会制度の導入を内容とした文部省の「大学法案要綱」や
一九五一年
（昭和二六年）
の国立大学管理法等が圧倒的多数の大学関係者の反対を受け、結局制定されなかったこ
と
）（（
（
を想起するとまさに隔世の感が る。
大学が外部の意見を聴くことが必要であるにせよ、このような経営会議の構成に関する一律的規律は大学という制
度に合わないと 考えも いではない
）（（
（
。
四三二
（
2）　
教育研究評議会の評議員の変更
今次改正
（二条三項、二一条三項を追加挿入）
により、学長から教育研究に関する重要事項に関する校務をつかさどる
ことを指示された副学長は、教育研究評議会の評議員となる。教育研究評議会が教育研究に関する重要事項を審議するものであるから、他の修正
（学長の命により校務をつかさどる副学長の新設・学校教育法九二条四項改正）
と関連する技術
的な修正では が、副学長制度には、上述のように様々な問題があり、学長の教育研究評議会での影響力の増大が考えられ 。
（
3）学長選挙制度の改正
（一二条）
学長は国立大学法人の申出に基づいて、文部大臣が任命するが、その申出は学長選考会議の選考により行われる。
学長選考会議は、経営協議会の学外委員について経営協議会が選出した委員
（一号委員）
並びに教育研究評議会の学
部等の教育研究上の重要な組織の長のうち教育研究評議会が定める委員及び教育研究評議会が定めるところにより学長が指名する職員のうちから教育研究評議会において選出された委員
（二号委員）
によって構成される。一号委員と
二号委員の数は同数とする。学長選考会議 定めるところにより、学長、理事
（学長が任命・当該大学の職員でないもの
を含む）
を学長選考会議の委員にすることができるが、その数は選考会議の三分の一を超えてはならない
（法人法一二
条二項、三項）
。
今次改正
（改正法二条一項改正）
の一つ目
（一二条七項文言追加）
では、現行の一般的な選考基準
（一二条七項）
に加え
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て「学長選考会議の定める基準」により選考されることになる。これは一見問題のない規定のようであるが、学長としての一般的な適格性については、現行基準で十分であるので、より現実的な社会経済的要請、例えばガバナンス力や国際化推進力、産官学共同方針、大規模プロジェクト推進への理解など政策的配慮が付け加えられる可能性もある。学長選考に直接的に政治的経済的な外部の人々の意見がより入りやすく ことが考えられる。
改正の二番目
（八項追加挿入）
では、学長選考が行われたときは、選考の結果その他文科省令で定める事項を、 「学
長選考会議の定める基準」が制定変更されたとき 当該基準を、それぞれ遅滞なく公表することが求められる。こは学 の透明性を確保するためには、問題のない制度のように見える。しかし、従来、学長選考からの一般教員の排除
（学長選考会議による選考一二条二項）
に抗して、文科省の調査でも教員の事前関与
（学内意向投票）
を実施してき
た大学が全国立・公立大学の九五％に達している。しかし意向投票 結果 そって選考が行われることは適当でないとする意見 中教審でもしばしば述べられている。「通知」でも、 「選考の過程で教職員による、いわゆる意向投票を行うことは禁止されるものではないが、投票結果をそのまま学長等選考会議の選考結果に反映させるなど、過度に 内 見に偏る な選考方法は、学外又は機構内のほか 社会の意見を学長の選考に反映させる仕組として設けられた学長等選考会議の主体的な選考という観点から適当でない
（第三
　
2　
⑵」とされ、同旨のことは実務者説明会でも繰り返し伝えられている
（大学振興課長、国立大
学法人支援課長補佐）
。また、 「学長選考会議が主体的な選考を行うためには、特に経営協議会から選出され学外委員の
方々が十分な情報 有した上で学長 に携わることが必要で……学外委員に対する積極的な情報提供や、多くの学外委員の出席が可能と るような会議日程の設定、あるいは欠席した学外委員 対する十分なフォロー こ う
四三四
学外委員が議事に積極的に参加できるような運営というものに努めることが求められる」
（国立大学法人支援課長補佐）
と外部委員に対する配慮が強調され、過程の公表には、意向投票をいつ行ったか、どのような状態であったか、意向得票の得票数も入る、としている
（同）
。
このような状況からすると、学長選考の結果等の公表の制度は学長選考過程の透明性の確保の反面、これを通じて
各大学における自主的工夫 排除されることにつなが ではないかとの危惧 禁じ得ない。
学長の教職員による直接選挙が困難な歴史的経緯を経て達成され、これが大学の自治 重要な一段階であった
と
）（（
（
からすると、今次改正 ような制度が大学の真の発展 益するも あるとは到底思われない。大学の歴史と現在の大学運営における 長の機能の観点からそのあり方を真剣 検討すべきものがある。
さらに上記の改正に加えて、附則二項は、この改正法施行後 状況、国立学校法人を取り巻く社会経済的状況を勘
案して、学長選考会議の構成そ 他国立学校法人の組織運営に関する制度について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所用の措置を講ずるものとする、としてい 。
これにより国立大学に対する圧迫はますます強まり、国立大学の高度な研究や教育を支えてきた大学の自治と自由
は苦難を強いられる ではないかと危惧される。
文科省は、 「通知」の中で「学長 選考 つい は、私立大学においても、建学の精神を踏まえ、求めるべき学長
像を具体化し、候補者のビジョンを確認した上で決定するこ は重要であり 学校法人自らが学長選考方法を再点検し、学校法人の主体的な判断により見直していくこ 」
（第三
　
3　
⑺
　
②）
としているが、この要望は、国立大学に
おける学長選考の動向の私立大学 る受容を求めるものかも知れない。それは困難な中で形成されてきた私立大学
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における教学の自治を破壊するものとなりかねない。
5　
ま
　
と
　
め
以上、学校教育法及び国立学校法人法の一部を改正する法律
（平成二六年法律八八号）
を概観し、その問題点を考察
してきた。
その結果1　
文科省が、教授会が審議機関であり、学長が「校務をつかさどる」機関であるところから、教授会が「意見を述
べる」機関にとどまらなければならない、学長の権限行使を拘束するような教授会の権限行使は、教授会が審議機関であるとする法の趣旨に反するとする結論は 論理的にも全く根拠がないこと
2　
文科省が、改正後の教授会の権限とする事項
（学長が意見を聴く対象とする事項）
は、歴史的に形成され、一部は実
定法化され、また、最高裁判決 よって肯定されてきた伝統的な教授会の権限・自治を事項的に極限までに限定し、法定以外の事項についても歴史的経緯を無視して学長の判断に委ね、大学における自由と自治を萎縮させるものであること。また、意見を聴く法定事項を入学・卒業等に限定したことによって、教授会はこれについてのみ権 づけられ、また義務づけられており、それ以外のことに関与すべきでないという大 育 対す 無理解な見解を広めることになった
3　
1、
2によって肥大化し、強大化する学長を助けると称して、 「独立の職」たる校務執行権を有する副学長制度
四三六
を導入して大学の自主・自治を削減しようとしていること
4　
学長選考方法の改正などの国立学校法人法改正によって、外部権力に脆弱な管理執行体制の強化を図り、今後も
一層同種の方向をとろうとしていることを概ね確認することができた ではないか 思う。
文化・社会の発展は大学における自由な教育研究をおいて実現することはできない。大学における自由な研究教育
を実現するためには、何者をも恐れず、何者にも脅かされない大学の自治を必要とする。今回の改正がこのような方向に棹さすものであることを遺憾としつつ このような、またどのような困難があっても、さらには法制度の変更という厳然たる事実に現実的に対応せざるを得ないとして 、学問の自由を発展させるために、一人一人 研究者が今日までの学問研究の流れを学び、それぞれの教育研究を恐れず怯まず追求されんことを望むものである。
（
1）大学の自治の歴史的発展については、さしあたり、海後宗臣・寺崎昌男著「大学教育≪戦後日本の教育改革
（≫」東京大
学出版会（一九六九年）五六三頁以下参照。
（
2）衆議院附帯決議第三項、参議院付帯決議第一項
（
3）参照「総括副 長・中央教育審 会大学分科会「大学のガバナンス改革の推進について」 （審議まとめ）一八頁「大学全体の予算、人事、組織改編の調整権を持ち、学長を統括的に補佐する副学長」 。
（
4）有倉遼吉・天城勲「法律学大系・コンメンタール篇
　
教育関係法［Ⅰ］ 」日本評論社（昭和三三年）二一四頁
（
（）井出成三「詳解教育公務員特例法」労働文化社（昭和二四年）六五頁。有倉・天城「前掲［Ⅰ］ 」四三九頁。協議会は、評議員と部局長よりなる会議体であったが後に廃止された。
（
（）林修三「法令用語の常識」日本評論社（一九七五年）二三頁以下
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（
（）有倉・天城「前掲［Ⅰ］ 」
（
（）海後・寺崎「前掲」五七六頁
（
（）海後・寺崎「前掲」五七六頁
（
10）井出「前掲」七二頁以下
（
11）鈴木勲編著「逐条学校教育法 学陽書房（昭和五五年）四二五頁
（
12）福原紀彦「改正学校教育法等の施行に向けて 大学時報三五八号一〇頁（二〇一四年九月）
（
13）平成二六年五月二三日衆議院文部科学委員会速記録一一頁・下村国務大臣の答弁。
（
14）「議決」法令用語辞典
　
高辻正巳等
　
学陽書房（平成八年）一一四頁
（
1（）平成二六年五月二三日衆議院文部科学委員会速記録一一頁・吉田泉議員の質問。 「議決機関」は、意思決定と執行を別にする団体に観念上存在し、その議決は執行機関を拘束するという解釈がある。法律用語辞典
　
内閣法制局法令用語研究会
　
有
斐閣（一九九三年）二一四頁参照。
（
1（）海後・寺崎「前掲」五七三頁
（
1（）有倉・天城「前掲［Ⅰ］ 」二一四頁
（
1（）鈴木「前掲」四三二頁以下。東京大学事務章程については、東京大学百年史編集委員会編「東京 百年史
　
資料一」 （昭和
五九年）二九〇頁以下
（
1（）東京大学百年史編集委員会編「前掲」 九九頁 教授会
（
20）東京大学法 部百年史稿（
2）国家九一─一一・一二─一三九（八一七） （一九七八年）
（
21）東京大学百年史編集委員会編「前掲」 九六頁
（
22）高等官の官等（高等官官等俸給令）及び任官の形式（公式令 については、美濃部達吉「日本行政法・上」有斐閣（昭和一一年初版、昭和六一年復刻版）六九四頁、七〇〇頁参照。
（
23）沢柳事件の概要については、京都大学百年史編集委員会「 都大学百年史：部局史編１ （一九九七年）二五五頁以下参照。
（
24）海後・寺崎「前掲」五六六頁
四三八
（
2（）前掲「京都大学百年史」二五九頁以下
（
2（）舘昭「帝国大学制度調査委員会に関する一考察」東京大学史紀要第二号（東京大学百年史編集室） （昭和五四年）二五頁以下。なお、明治憲法下における大学制度変遷の概略については、堀之内敏江「平賀粛学と大学人」
P
roceedings （お茶の水女
子大学グローバルＣＯＥプログラム「格差センシティブな人間発達科学の創成」発行）二〇号（二〇一一年）一五一頁以下。
（
2（）学校教育法施行規則六七条の規定は、平成一 年文科省令四〇号により、一四四条となった。
（
2（）有倉・天城「 律学大系・コンメンタール篇
　
教育関係法［Ⅱ］ 」四三八頁
（
2（）協議会は、昭和四八年法律第一〇三号五条により評議会に置き替えられた。
（
30）国立大学管理法に関する諸問題については、 海後 ・ 寺崎「前掲」五八六頁以下。有倉 ・ 天城「前掲［Ⅱ］ 」四三四頁以下、 参照。また、我妻栄・田中二郎・久保正幡「 ［座談会］大学管理問題」ジュリスト二五五号（一九六二年）六頁以下、参照。この座談会では 二六年法案の立案にあたった我妻の立案の趣旨、立案の経緯が記録されているほか、二六年法案が添付されている（二六頁以下） 。
（
31）この暫定規則ついては、従来評議会が旧制 学 お 最高議決機関として運営されてきたのに、暫定規則では学長の単なる諮問機関とされており、問題があるとの指摘がある。我妻等「前掲」ジュリスト二一頁以下。
（
32）この法案（三七年作成、三八年一月未提出閣議決定）の条文については、野村平爾・五十嵐顕・深山正光編「大学政策・大学問題」労働旬報社（一九六九年）五七三頁、参照。我妻等「前掲」ジュリスト一六頁以下には、昭和三七年当時の政府の大学施策についての原則論的批判が記録されている。
（
33）会田哲雄・法令解説「
21世紀に向けた大学改革」時の法令一六〇九号（平成一二年一月一五日）二〇頁
（
34）特定独立行政法人とは独立行政法人の中でその業務の停廃 国民生活 安全
･
経済生活の安全に直接かつ著しい支障を及
ぼすと認められるもの等であって職員に国家公務員の身分を与えることが必要と認められるもので個別法で定めるもの（独立行政法人通則法二条二項、五一条） 。現在 統計センター等八機関が特定独立行政法人とされている。
（
3（）国立大学法人法制研究会「国立大学法人法コンメンタール」ジーアス教育新社（二〇一二年）二六四頁以下
（
3（）有倉・天城「前掲［Ⅰ］ 」
（
3（）有倉 ・ 天城 「前掲 ［Ⅰ］ 」 二一五頁は、 私立大学 教授会も人事に関する権限は国公 とほぼ同様である、 としている。海後 ・
四三九
学校教育法・国立大学法人法一部改正法（平成二六年法律八八号）の問題点（中西）
寺崎「前掲」五六七頁は、第二次大戦前の状況に関してであるが、私立大学における自治的慣行確立の困難な状況を記述している。学校教育法制定後に 私立大学におけるこのような困難がどのように改善されてきたと言いうるかは、各大学について、実証的な研究の対象としなければならないであろう。私立大学は設置者は私立学校法、設置された大学は学校教育法によっ 規律されており、設置者と設置された大学との間で、 ばしば相互の関係、教育研究のあり方について意見の対立が生じてきた。中央大学の場合にも、いわゆる教 権の確立は極めて困難な経緯をたどったのであって、ようやくそ 第一歩とされるのは 昭和三七年基本規定改正であり、昭和三三年当時には教授会の人事決定も確実なものでなかったとされている。これ つ は、中央大学研究・教育問題審議会「中央大学における大学改革の歩み」 （昭和五六年）三頁以下。
なお、私立大学における大学の自治に関しては、次のような見解があるので、引用しておく。まず、憲法二三条から直接
に教授会の権限を認める判決もあるが（名古屋地裁判決昭和三四年一二月七日・名古屋名城大学事件、福岡地裁決定平成四年九月九日・西日本短期大学事件） 、憲法 学問の自由は国家と個人の関係で妥当し の教授会には直接及ばないとする判決（神戸地裁判決昭和五一年二月一二日
･
八代学院大学事件、大阪高裁判決平成一〇年一一月二六日・甲南大学事件）
があ ことが指摘され、これを受け 「私立 の教員にも学問研究の自由、研究結果発表の自由、教授の自由は保障されなければならず、また、施行規則六七条に 定 る学生 入学、卒業等については教授会の審議が必要であるが（施行規則六七条はその後一四四条とされ、今次改正で削除 、二六条五項に退学の懲戒処分について学長が手続規定を定めることが義務づけられた……筆者注） 、私立大学における大学の自治は、私立大 とそ 設置者である 校法人とを一体としてとらえて、その自主的組織 自主的運営 そこで行われる教育研究について、国がその自由を保障し、干渉しないこと いうものと解される。理事会と教授会の関係についても、 校法人の意思決定過程 おいて、教授会の意見は十分 尊重されなけばならない 、学校法人におかれる評議員会の意見の うに予め経なければならない手続 して法定されているものではない。学校法人の意思形成過程 ける 審議 ど よ 位置付けるかは、教学に関する教授会審議 重要性に十分配慮しながら、意思決定機関である理事 にお て定めるべきであ ……教授会は大学全体の自治を前提としながら、建学の精神を踏まえつつ、その責任を果たすことが望ま る。鈴木「前掲」第六次改定六四九頁以下。
（
3（）鈴木「前掲」第六次改定六四七頁。もっとも、現在、国立大学法人東京大学基本組織規則二四条では、学部に教授会がおかれ
 ⑴教育課程の編成、⑵入学、卒業、その他在籍、学位授与に関する事項、⑶その他学部の教育研究に関する重要事項を
四四〇
審議し、その権限に属することを行うとされ、二九条、三〇条では大学院研究科に教授会、教育会議
( 学位論文の審査を含む）
が置かれている。また、 京都大学組織規程一七条は大学院研究科に教授会をおき、 東大の教授会と同様の事項（⑴⑵⑶）の外、研究科長の選考解任、 教員の採用、 昇任、 懲戒処分等を審議するとされ、 この条項は学部 場合にも準用されている（二七条） 。
（
3（）高柳信一「学問の自由」岩波書店（一九八三年）七〇頁以下、一七九頁以下。
（
40）高柳「前掲」一七七頁以下
（
41）鈴木「前掲」初版四三九
（
42）鈴木「前掲」四三三頁
（
43）日本私立大学連盟「 「学校教育法の一部改正」に関するＱ＆Ａ集」
　
五
　
質問八に対する答では、ポストを学長の判断で決
めるということは、中教審の提言の中にはあるが 法改正の中に直接関係する部分がないので、各大学 判断となる、としている。
（
44）海後・寺崎「前掲」五七三頁
（
4（）鈴木「前掲」四二五頁以下
（
4（）福原「前掲」
（
4（）大場淳「大学のガバナンス改革」名古屋高等教育研究一一号（二〇一一年）は大学内の意識調査を基に、 大学におけるリーダーシップの捉え方について学長と学部長の間で意見がわかれており、今日の中央集権的上意下達的改革は大学内の合意を妨げており、参加や合意形成を促す双方向的なリーダーシップが大切であるとしている。
（
4（）寺倉憲一「 学のガバナンス改革」調査と情報・国会図書館八二六号（二〇一四年）は、現行法（改正前）でも学長には強力な権限が与えられており、問題は法律上の権限ではなく、法律と実態が乖離していることであり、研修などを通じ意識改革に注意をはらうべきだとしている。
（
4（）海後・寺崎「前掲」
 五九六頁
（
（0）佐和隆光「国立大学法人化の功罪を問う」会計検査研究№
44（二〇一一年九月）
（
（1）海後
･
寺崎「前掲」五六六頁
（本学名誉教授）
